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はじめに
株価の上昇にみられるように、日本経済はようやく
景気回復に向かい始めた。しかしながらこのことを以
て、日本経済が1990年代初めから今日に至る迄続けて
きた長期に亘る「停滞」を完全に脱却したとみなすの
は時期尚早のようだ。況や「構造改革」によって日本
経済の再生が既に成ったとするのは尚更楽観的に過ぎ
るであろう。
そもそも「停滞」や「再生」が一体何を意味するの
かについては、必ずしも明確にされている訳ではない。
一口に「停滞」と云っても、その原因を短期循環論に
求めるのか、それとも中期構造論に依拠するのか、さ
らには長期的パースペクテイブから捉えるのか―に
よって「停滞」の性格も一変してしまうからだ。つま
り、短期循環論から中期構造論へ、さらに中期構造論
から長期的パースペクテイブ論へと論点が移動するに
つれて、「停滞」の意味も、単なる不況からさらに低
迷へ、そして低迷から衰退可能性へと次第に変容する
のである。従って「再生」についても、単なる不況か
らの回復を云っているのか、それとも低迷からの脱却
を指しているのか、はたまた衰退可能性の払拭を唱え
ているのか―というように、人によってその理解は
様々だということになる。不況回復論者の立場に立て
ば、「再生」とはそもそも単なる景気回復に過ぎない
のである。つまり不況を脱しさえすればそれでよいの
であって、もともと「停滞」なるもの自体存在しない
し、従って「再生」論もまた無意味だということにな
る。後は市場メカニズムが万事上手く処理をしてくれ
るのであって、敢えて問題があるとすれば、そうした
市場メカニズムの作動を妨げるものを除去するだけで
あり、それ以外については、よけいな手出しは無用だ、
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ということになる。従ってこうした立場からすれば、
「構造改革」とは市場メカニズム作動に対する障害物
を除去すること―つまり市場化促進のためのルール
づくり―に限定されるべきだということになる。だ
が、低迷脱却論者や衰退払拭論者の場合には、単なる
景気回復に止まらず経済構造自体の改革を伴った「再
生」が必要だということになる。さらに衰退払拭論者
の観点からはそれでも未だ不十分であり、経済社会の
基盤再構築抜きには日本の衰退を防ぐことは到底でき
ず、従って経済社会システムの全面的な改革を前提と
した「再生」が不可欠だということになる。そこで衰
退払拭論者の立場に立てば、構造改革とは本来、単に
市場ルールづくりだけに止まるのではなく、経済社会
の全面的かつ抜本的な改革にも関わるものでなければ
ならない、ということになる。このように停滞・再生
論は、同じ言葉を使っていても人によってその意味が
様々であるという点で問題の位相性が重要なのである
が、そうだとすればわれわれは、まずタイムスパンを
明確にした上で、問題に対するスタンスを確定しなけ
ればならないということになる。
そうした中で、「停滞」の原因を長期的なパースペ
クテイブから捉えるべきだという認識を抱く筆者は、
やはり衰退可能性を如何に払拭するのかという問題意
識から日本経済の「再生」を捉えるべきだと考えてい
る。そこで、日本経済を衰退に陥れる危険性に結びつ
く要因は何かということが改めて問われることになる
が、それは国内外両面に亘って存在する。まず国外と
の関係では、現代世界の潮流―グローバリゼーショ
ン（注1）、いわゆるIT革命など世界的規模での技術革
新、さらには地球環境問題など―への対応において
日本企業とくに中小企業や集積地域企業が著しく困難
に陥っており、そのことが日本の潜在成長力の大幅な
低下に繋がる虞があるということを挙げておかなけれ
ばならない。とりわけ、グローバリゼーションなかん
ずくボーダレス化（注2）への対応において、大企業を
中心とする「グローバル企業」と中小企業・集積地域
企業を主体とする「非グローバル企業」との間で“ボ
ーダレス・ギャップ”が大幅に拡大しており、そのこ
とが国民経済（注3）としての日本経済の成長力を著し
く劣化させているということが重要である。さらに国
内的にも、成熟社会への移行とそれとオーバーラップ
した人口減少によってもたらされた人々のニーズの変
容に因る成長力低下要因が存在する。かくしてわれわ
れは、内外両面に亘って日本の潜在成長力を引き下げ
る要因が伏在しているということを直視しなければな
らないのである。
では、こうした潜在成長力低下要因を克服し経済を
「再生」させるためにはどのような方途があるのか。
この点について筆者は、（イ）グローバリゼーション
に対して背を向けるのではなく、むしろ中小企業・集
積地域企業のグローバリゼーションへの対応力を強化
するという観点から国民経済を「深化」（注4）させる必
要がある、（ロ）そのためには、グローバリゼーショ
ンを国民経済の発展の中で積極的に生かしていくとい
う内発的発展（注5）が不可欠である―と考える。
そして内発的発展のためには、さらに次の二つのこ
とが必要である。一つは、内発的発展を支えるシステ
ムが必要だ。つまり、（イ）イノベーションと需要創
出の好循環システムなかんずく社会的好循環システム
を形成すること（注6）､（ロ）社会的好循環システムを
「社会的成長」へと発展させること、（ハ）さらに、社
会的成長を内発的発展に繋げていくために、社会的成
長の基盤をなす社会的投資を中小企業・集積地域企業
の投資機会創出に結びつけること、（ニ）そのために
は新たに社会的資源配分システムを創出することによ
って、公共投資を通じての現在の官主導・中央主導の
資源配分メカニズムを、民間主導・地域主導―とく
に中小企業・集積地域主導―の資源配分システムに
置き換えること，などが必要である。二つには、内発
的発展はアジア諸国との共生の下で追求されなければ
ならない。内発的発展は単に日本においてだけではな
く、アジアにおいてもまた求められているからだ。
その点に関して若干敷衍しておこう。内発的発展は
決して“縮小均衡”を意味している訳ではないという
ことが重要である。潜在成長力が近い将来マイナスに
転じる可能性すら伏在している日本ではそのことは大
いにあり得ることとはいえ、“縮小均衡”論はある意
味では極めて危険な議論であり選択である。それは、
－　－55
国民のフラストレーションを蓄積し一気に日本をナシ
ョナリズムに傾斜させてしまう可能性さえ秘めている
からだ。こうしたナショナリズムがアジアとの共生を
計る上で如何に障害となるかは多言を要しないであろ
う。かくして内発的発展論は、アジアとの共生を計る
ための拡大均衡論としても必要であり、さらに“縮小
均衡”論やその背後で蠢いている国家戦略論を回避す
るためにも必要なのである。
このように成長は依然として必要なのではあるが、
同時にこの場合の「成長」とは、単なる経済の量的拡
大に依拠した「経済成長」ではなく、社会の発展に貢
献しかつその発展自体を成長源泉とする「社会的成長」
でなければならない－ということもまた重要である。
（誤解のないように付け加えておくと、このことは、
経済発展が社会の発展に貢献していないなどと云って
いるのではない。社会の発展自体を成長の源泉にする
という発想も必要ではないのかということを云ってい
るに過ぎないのだ。）しかもそれは、既に成熟社会に
移行し今や人口減少時代さえ迎えようとしている今日
の日本にとって不可欠なのは云うまでもないが、やが
て成熟社会を迎えるであろうアジアにとっても必要な
のである。つまり社会的成長は、日本の持続的発展は
無論のことアジアのそれにとっても必要であるという
訳だ。その意味で社会的成長は、日本がアジアとの共
生を計る上でのいわば「社会戦略」（注7）に他ならない
のである。
以上の日本経済再生のための方途は、云うまでもな
く経済社会の抜本的改革を伴う。従って現在の日本の
経済社会においては、経済の非効率性を除去し不採算
部門を一掃するために市場メカニズムを活用するとい
う意味での構造改革も必要ではあるが、そればかりで
はなく日本の持続的発展を計るための経済社会の抜本
的な改革―すなわち「もう一つの構造改革」―もま
た求められているということを忘れてはならないであ
ろう。
そこで本稿では、以上の観点に立って、日本経済再
生論としての社会的成長論を考えてみることにする。
尤も、筆者の物理的・能力的限界により、それは試論
の域を出てはいないということを予めお断りしてお
く。
本稿の構成は次の通りである。まず、中長期的観点
に立って日本経済停滞の原因を明らかにする。次いで
現行構造改革論の問題点を指摘する。最後に、以上で
整理された論点に沿って長期的観点に立った場合の日
本経済再生のシナリオすなわち「社会的成長」の姿を
描いてみることにする。
（なお、社会的成長概念について若干補足しておこ
う。社会的成長論は、成熟社会論と経済成長論のいわ
ば「融合」を計るという点で、経済成長論としてはあ
る種のパラダイム転換を意味しているが（注8）、肝心な
のは、社会的成長論を成長論たらしめているのは社会
的投資論であるということだ。そもそも「成長」のカ
ギを握っているのは「投資」だからである。そこで問
題のカギを握るのは社会的投資論であるが、そもそも
「社会的投資」とは一体何か。それは、人々のニーズ
の変容を背景にして新たに登場しつつある社会的ニー
ズ―より正確に云えば社会的・文化的・知的ニーズ
―を充足するための投資に他ならない。この場合社
会的ニーズとは、単なる私的ニーズではなく、社会的
必要性によって惹起される人々のニーズのことを指し
ており、その代表的なものとしては環境規制が挙げら
れる。環境規制とは市場メカニズムに対して一定の社
会的規制を加えるということを意味しており、従って
そこで新たに誕生する市場は否応なくある種の社会的
性格を帯びざるを得ない。その意味でその市場は「社
会的市場」と呼ばれるべきものであろう（注9）。従って、
こうした「社会的市場」の下で、社会的ニーズ―し
かもそれは後述するように［第２章第２節参照］現代
社会にあっては次第に重要性を増しつつある―を充
足するために行われる投資が「社会的投資」である。
社会的成長論が社会的投資論に依拠するというのはこ
うした文脈においてである。云うまでもなく社会的投
資は持続的発展にとって不可欠であるが、そのことは
社会的成長論もまた持続的発展論にとって必要だとい
うことを意味している。さらに社会的成長論は社会的
好循環論とも関わっている。社会的投資が社会的イノ
ベーションを内包している以上、社会的成長論は社会
的好循環論とそもそも密接な関係にあるからだ。）
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（注１）ここで云うグローバリゼーションとは、云い
替えれば市場の地球的規模での広がりと深化
のことである。
（注２）グローバリゼーションは、トランス・ナショ
ナルな関係を指す以上、ボーダレス化を不可
避的に伴うことになる。
（注３）国民経済とは、１国単位での経済循環が可能
なシステムのことを指している。では何故経
済循環は１国単位である必要があるのか。そ
れは、人々の生活はそもそも経済的価値によ
ってだけではなく、非経済的価値によっても
充たされなければならないからである。つま
り、前者すなわち経済的価値はコスト低下に
よってより大きな価値が得られるので、比較
生産費論に基づく国際分業論が意味を持つが、
後者すなわち非経済的価値はコストを払って
でも―つまりコストを掛けてでも―追求さ
れるべきものである以上、比較生産費論自体
が相対的に無意味化する。従って、人々の生
活において非経済的価値によって充足されな
ければならない部分が存在する限り、経済循
環の場もまた、非ボーダレスな経済空間すな
わち国民経済の存在を必要とするのである。
（注４）国民経済の「深化」とは、国民経済の内包的
発展と外延的発展との融合を指す。そしてこ
の「融合」を可能にするのが次に述べる内発
的発展である。
（注５）内発的発展とは、国民経済の基盤をなす中小
企業や地域経済など日本経済のローカルな部
門が持つ内在的発展可能性を国際分業の進展
による外在的発展可能性に結びつけることに
よって、国民経済としての日本経済の発展を
計らんとする発展路線のことを指す。
（注６）「イノベーションと需要創出の好循環」という
考え方は吉川　洋教授が提唱されたものであ
る。しかしながら教授の議論をよく吟味して
みると、この場合の「好循環」とはむしろ
「社会的好循環」のことを指しているようだ。
教授は、日本経済の中長期的課題が高齢化社
会と循環型社会への対応にあるとして、この
二つの課題に取り組むためには、ブレイクス
ルー的イノベーションと持続的需要拡大の好
循環によって成長を支えなければならないと
されている（吉川　洋「日本の再設計―新し
い財が大逆転を生む」［日本経済新聞2003年１
月８日］参照）。だが肝心なのは、高齢化
社会及び循環型社会への対応とは、その二つ
がいずれも社会の構造やシステムを意味して
いる以上、そもそも社会的ニーズへの対応に
他ならない、ということだ。従ってその場合、
イノベーションとは単なる技術革新ではなく
いわば「社会的イノベーション」であり、ま
たこうした社会的ニーズは単なる需要ではな
く「社会的需要」とみなされるべきであり、
従って「好循環」もまた「社会的好循環」と
いう性格を色濃く帯びざるを得ないものと考
えられるのである。（尤も吉川教授はその後、
イノベーションの「二面性」―それはあたか
も後述するように投資が需給両面に係わると
いう意味で「二重性」を有しているかの如く
である―を唱えておられる。［吉川　洋「長
期停滞払拭の道―新たな豊かさ追求―」＜日
本経済新聞　2003年12月31日＞を参照のこ
と。］つまりイノベーションは、ニーズすなわ
ち需要の変化に対応する新しい供給システム
形成に関わっているだけではなく、他面では
需要そのものの創出にも係わっていると主張
されている。そしてこうした「二面性」を支
えているのが、現代においては「知識」、「知
恵」そして「個性」に他ならないとされてい
る。云い換えれば、知的要素を媒介とするこ
とによって、イノベーションは需要と供給の
相互作用を促す役割を演じているという論点
を教授は新たに提起されているのである。こ
うした「二面性」論を採り入れた場合には
［尤も筆者はこうした「二面性」は「連鎖性」
に他ならないと捉えているが］、「好循環」は
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「社会的循環」という性格のみならず、「知
的・文化的好循環」という性格をも付与され
ることになるのであるが、本稿としてはこの
点の考察は別の機会に譲ることにする。）
（注７）国家戦略論と社会戦略論の関係に関しては、
拙 稿 「 A proposal of Asian Green
Manufacturing Network―For the formation
of Asian Environmental＆Economic Zone
―」（新潟経営大学紀要［第９号］）Preface
<p.20～24>を参照されたい。
（注８）成長論におけるパラダイム転換として「人口
力強化」論もまた見落とせない。例えば、人
口減少問題を解決するためには「人口力強化」
という新概念が必要だとする額賀　信・ちば
ぎん総合研究所社長の主張がある。人口力強
化のためには、一方では人口増加とくに若者
の増加を計るべく都市環境や生活環境の改善
が必要であり、他方では人口減と表裏の関係
にある少子化へ対応すべく次世代教育論が不
可欠である―と同氏は主張される。そのコン
セプトからも明らかなように、同氏の人口力
強化論は確かに成長論には違いない。だがそ
の場合の「成長」とは、社会のあり方とも深
く関わっているという点で、単なる経済成長
論の系譜にではなくむしろ社会的成長論のそ
れに属していると云えよう。その意味で同氏
の人口力強化論もまた、単なる「経済成長」
論を越えた成長論であり、成長論におけるパ
ラダイム転換に繋がっているのである。（額賀
信「21世紀への課題―『人口力』の回復目指
そう―人口減少の影響深刻、成長制約要因に
―」
［URL;http://www.crinet.co.jp/contents/presi
dent/thesis/1999_1122.html］参照）。
（注９）その典型的な例としては、EUにおける環境規
制強化による「社会的市場」形成の動きが挙
げられる。なおこの点に関しては、拙稿「環
境問題と『共通ネットワークシステム』―
JNXクロスオーバー型ソフト開発の意義―」
<仮題>［新潟経営大学・地域活性化研究所・
研究プロジェク・デスカッションペーパー］
［URL;http://www.with-online.com/yasuhiko/
project031231-3.htm］p.21～37を参照された
い。
１．日本経済再生と構造改革
対米・対中輸出増とリストラに因る企業収益改善を
主因として、日本経済は景気回復の様相を強めている。
とはいえ日本経済が既に再生軌道に乗り始めたとはみ
なせないであろう。そのことは、構造改革論が日本経
済再生に対して一体どのような効果を上げているの
か、またそれに対してそもそもどのような意味を持っ
ているのか－ということに対して国民が抱いている疑
念を十分払拭したとは云えないということをも意味し
ている。そこでわれわれとしては、日本経済の現在の
「停滞」の原因が一体どこにあるのかということを明
らかにするとともに、さらに現在の「構造改革」の問
題点を浮き彫りにすることは依然として意味があると
考える。停滞・再生論を検討するためには、タイムス
パンに則して論点を整理しておくことが有益である。
そこで次の三つの観点から論点を整理してみよう。一
つは短期循環論であり、二つには中期構造論であり、
そして最後は長期的なパースペクテイブ論である。
（１）短期循環論
① 需給論争
短期循環論を通じての論点は二つある。一つは“ケ
インジアン”と“サプライサイダー”間の需給論争で
あり、二つにはデフレーションを巡るものである。ま
ずケインジアン・サプライダー論争から検討しておこ
う。この論争は専ら、現在の「停滞」の原因が需要サ
イドにあるのかそれとも供給サイドにあるのか、とい
う問題―ある意味では本質的な問題―を巡るもので
ある。すなわち、停滞の原因を需要不足にあると観る
“ケインジアン”とそれを供給力劣化に因る潜在成長
力低下にあると観る“サプライサイダー”との間の論
争がそれである。周知のように、この問題について
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“ケインジアン”と“サプライサイダー”との間には
長くかつ激しい論争が戦わされて来ており、今なお決
着が付いていない。だが「停滞」の原因論に関する限
り、やはり供給力劣化に因る潜在成長力低下―ミク
ロ的には企業競争力低下（注1）―を重視する筆者とし
ては、サプライサイダーの主張を支持する。
但し筆者がサプライサイダーを支持するのは、停滞
原因論に関する限りであり、彼らの有効需要政策否定
論までをも支持するという訳ではない。停滞論に関す
る両者の見解の相違に基づき、ケインジアンは有効需
要拡大を主張するのに対してサプライサイダーはそれ
を真っ向から否定する。サプライサイダーは、現在の
日本の供給力が―低下した潜在成長力水準を上回っ
ているために―過剰化しているのであって、この過
剰の解消こそが優先されるべきである。にもかかわら
ず有効需要拡大はその解消を遅らせるばかりか、逆に
過剰そのものを温存しかねない、として反対している。
要するに彼らは、いわゆる「ピグー効果」（注2）に期待
しているのである。サプライサイダーの主張はロジッ
クとしては至って明快であるために、問題の所在を知
る上では役に立つ。だが、だからといってそれで問題
が全て片づく訳ではない。セイの法則―供給は常に
需要を伴うという法則―を持ち出すまでもなく、供
給は需要の裏付けを不可欠としている。従ってケイン
ジアンならずとも、サプライサイドを重視しているか
らと云ってデイマンドサイドを無視したままでは済ま
されない。市場においてデフレーション・ギャップや
インフレーション・ギャップが発生している場合に
は、政府が速やかにアンタイ・サイクリカル・ポリシ
ーとしてのフィスカル・ポリシーを出動させなければ
ならないというのがケインジアンの主張であるが、そ
のこと自体を否定してしまってはならないのである。
むしろ日本の場合、問題は別の所にあると考えなけ
ればならない。それは財政制約である。現在の日本の
ように財政赤字が累積し（因みに国債発行残高は2003
年度には450兆円とほぼGDP［498兆円の見込み］の
規模に迄迫っている）、しかも中央・地方政府の長期
債務残高が2002年度には693兆円（しかもここには財
政投融資計画は含まれてはいない）とGDPの1.4倍に
も達しているような場合には、フィスカル・ポリシー
の出動が容易ではないことは明らかだ。
かくして需給論争は、政策制約条件に対する認識の
相違についてはともかくとして、問題の捉え方を巡る
本質的な見解の相違を政策スタンスの相違に迄エスカ
レートさせており、政策論争を混迷に陥れている。そ
のことは図らずも、この論争が問題の本質を突きなが
らも、景気政策を混迷に陥れることによって、日本経
済再生論における短期循環論の限界を証明するという
皮肉な結果を招いているのである。
② デフレーション問題
短期循環論として取り上げるべきより重要な問題は
むしろ現在の「日本のデフレーション」（注3）であろう。
確かに直近の消費者物価指数（2003年10月）は５年６
ヶ月ぶりに前年同月水準を上回りかつ前月に対しても
僅かとはいえプラスに転じた。そのことを以て、この
まま順調に景気回復が進めば、日本経済のデフレ問題
も解消してしまうに違いないとする楽観論すら散見さ
れ始めている。だがこうした見方は余りにも楽観的に
過ぎるようだ。何故ならばこうした見方は、デフレー
ションが現局面の日本経済にとって最も深刻な問題の
一つとなっているということを見落としているから
だ。しかもそれは、世界経済の構造変化に伴うデフレ
ーションという意味で単なる循環論では説明できない
構造的性格を色濃く帯び、その対応が極めて厄介にな
っている（注4）。世界経済の構造変化に伴うデフレーシ
ョンとは一体何か。日米とくにアジアに位置する日本
の場合、それは、アジア諸国とりわけ中国との国際分
業を通じて強力に発揮され始めた国際的価格調整メカ
二ズムのことを指している。（EUの場合には、それは
旧社会主義諸国である東欧・ロシアなどEUにとって
はいわば後背地に当たる地域・国の“ニュー・フロン
テイア”化に伴う価格調整メカニズム作動問題であ
る。）問題はそれが中国に起因する要素価格の低位平
準化メカニズムであるという点である。中国の価格平
準化メカニズムは、同国の低賃金を武器とする価格競
争力に起因しており、しかもそのメカニズムが同国の
地理的条件に依拠した産業構造・組織・集積に連動し
ているが故に、長期にわたって作動する可能性が強い
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―という点に問題の深刻さが窺える。だがより厄介
なのは、中国における価格引き下げによる競争力強化
は要素価格引き下げ論だけでは説明できない側面が伏
在しているということである。実は中国をはじめとす
るアジア諸国の場合には、2000年代に入ると高成長の
下での価格引き下げという現象が発生しているが、こ
れをどのように説明するのか。筆者はそこには、要素
価格引き下げ要因だけではなく新たに技術競争力強化
要因が加わっていると考える。すなわち、中国におい
ては「IT革命」を中心とする極めてテンポの速い技
術革新が90年代後半から展開し、それが一方では同国
経済の高成長を底上げするとともに、他方では同国の
製品価格引き下げをもたらしているのではないか、と
考えている。つまり、中国は要素価格低位平準化と技
術競争力強化（従って生産性向上）という二つの要因
を同時に作動させながら―しかもこの二要因の連動
性はグローバリゼーションによって増幅されているか
ら話はなおさら厄介である―価格の低位平準化作用
を発揮しているのであって、それが国際的なデフレー
ション圧力となり日本にも波及しているというところ
に、今日のデフレーション問題の解決を困難にしてい
る根本的な原因があると考えられるのである。
因みに、対中国輸入は日本の輸入総額に占める比率
を2002年度には18.5%に迄上昇させており今や日本に
とって最大の輸入要因となっているが、そのことは同
時にデフレーションに関しても日本が中国から最も影
響を受け易い国になっているということを意味してい
る。（尤も、中国の対日輸入比率も18.4%と他の諸国・
地域を圧倒的に上回っており、その意味で両国相互の
輸入比率の大きさは両国経済関係における相互依存性
の深さを示すものでもある。）ところで、輸入比率で
は高水準に達してはいてもそれが日本のGDPに占め
る比率は2002 年に至ってもなお1.5%に止まっている
ということを以て、中国製品によるデフレーション効
果は微弱であるとする政府見解が打ち出されているが
（内閣府『世界経済の潮流』［2003年春号］p.20参照）、
こうした観方は皮相でありかつ誤りである。政府見解
の誤りの根拠は以下の二点である。第一に、中国によ
るデフレーション効果は、こうしたマクロ的数字によ
ってのみ判断されるべきではなく、むしろ業種別・地
域別・問題別に判断されるべきであるということだ
（注5）。しかもこうしたミクロ・メソ的影響はマクロ的
にも決して看過し得ない場合がありうるというのが、
政府見解の誤りの第二の根拠である。かっての日米貿
易摩擦を思い起こせばそのことは容易に理解できる筈
だ。それが激化する様相を示し始めたのは1978年であ
ったが、実はその年にアメリカ市場における対日製品
比率はやはり丁度１%を上回っていたに過ぎなかった
のである。その意味では、中国製品の対GDP比率が
急上昇し既に1.5%に迄達している現在の日本の場合に
は、それは早晩国民経済上看過しがたい構造問題へと
発展する可能性を秘めているということをわれわれは
よく理解しておかなければならないであろう。
ところで、“中国版デフレーション”には厄介な問
題がもう一つ伏在している。元レートの割安問題がそ
れである。確かに購買力平価に基づく元の実勢レート
に比較して現在の元レートの割安感は否めない（注6）。
だがこうした元の割安レートの是正はそう簡単なハナ
シではなく、問題は極めて複雑であると観ておいた方
がよい。この問題を考えるに当たってはまず、それが
単に日中間の問題ではないということを理解しておか
なければならない。むしろ米中問題であり、さらに米
中日問題である。つまり日中間に比べると、米中間は
遙かに問題が深刻なのである。アメリカの対中貿易赤
字は、2002年には同国貿易赤字全体の25%近くに迄達
しており、1,000億ドルを既に超えるに至っている。
その結果、大統領選挙を控えた現在のアメリカにとっ
ては元レート割安問題は雇用問題と並ぶ最大の政治課
題にすらなっている。従ってアメリカが、元の切り上
げないしはドル・ペッグから変動相場制への実質的な
移行を中国に対して要求し始めているのは当然の成り
行きである。それに対して日中間の場合は、上述した
ように日本にとって決して問題は小さくはないのでは
あるが、それでもなお米中間に比べれば、それは相対
的に小さな問題であるとすら云えるのである。日本の
対中貿易赤字は、大幅であるとはいえ、220億ドル
（2002年）の水準であり規模が相対的に小さい。しか
も日本の場合、1,125億ドル（2002年）という巨額の
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経常黒字を稼ぎ出しており、アメリカの場合とは立場
が全く逆である。（因みに、アメリカの場合は約4,800
億ドル［2002年］の経常赤字に苦しんでいる。）要す
るに対中貿易赤字は、アメリカと日本では量的にも質
的にも全く意味が異なるのである。そこで元レート問
題は上述したようにアメリカがまず火をつけたのであ
るが、中国がアメリカの要求に容易に応じるとは到底
考えられない。見落としてはならないのは、雇用問題
はアメリカに比べて中国のほうが遙かに深刻であると
いうことだ。確かに表面的にはアメリカの失業率は中
国のそれを上回っている。中国の失業率が同国政府発
表によれば4.2%（2003年６月現在）であるのに対して、
アメリカの失業率は6.2%（2003年７月現在）と中国の
それを大幅に上回っている。しかしながら中国の場合、
実質的な失業率は10%を超えており、日本の人口規模
に匹敵する程の失業者を抱えているとされる。（しか
もその多くが過剰人口として農村に滞留しており、構
造的性格を帯びているために、問題の解決は容易では
ないと見られる。）要するに現在の中国は、少なくと
も元レートの大幅な切り上げに対して―例えそれが
アメリカの強硬な要求であろうとも―唯々諾々と応
じれる程の経済的・社会的余裕を持ち合わせてはいな
いのである。
日本のデフレーションに元レート問題が反映してい
ることは確かである。だが元問題は、あくまでも通貨
問題―しかもそれはまず元・ドル問題であり次いで
元・ドル・円問題である―として捉えられるべきで
あり、デフレーション問題とは切り離して考える必要
がある。従って日本としては、デフレーションとの関
連では、問題を相対化して捉えておくべきであり、
元・円レート調整問題に対しては慎重な姿勢で臨むべ
きであろう。（だからと云って、円元問題を拱手傍観
していればいい、と主張しているのではない。そもそ
も後述する日本政府による「ドル買い支え」は、元・
ドルペック制の下では「元の買い支え」にも繋がって
おり、中国の対日輸出競争力を必要以上に強める結果
となっている。その意味で、ドル安進行とともに円・
元レート調整の必要性もまた強まっているのである。
だが円・元レート調整のタイミングは、ドル安問題の
行方を見定める必要がある。既に無気味な地鳴りを始
めているドル暴落の可能性の中で、世界的通貨調整問
題がやがて浮上してくることになるであろうが、日本
としてはその際、円・元・ウオン提携の下で―とい
うことは北東アジア通貨協力の下で―円・元レート
調整に臨むべきだと筆者は考えている。）
かくしてわれわれは、中長期構造的な性格を色濃く
帯びたデフレーション問題とりわけレート問題も複雑
に絡む厄介な“中国版デフレーション”問題に今や翻
弄されているのである。
しかもデフレーションは、日本経済における現在の
景気回復・上昇にも大きな陰を落としている。デフレ
ーションの下ではそもそも景気循環の様相が変化する
からだ。要するに、デフレーションの下では内需の自
律的回復に多くを望めない以上景気浮揚力が弱まる可
能性が伏在しているのである（注7）。すなわち、リスト
ラを中心とした企業収益の改善は、それ自体景気回復
を促すとはいえ、反面では厳しいリストラによる雇用
や所得の停滞を招き消費の伸び悩みを引き起こす。一
方デフレーションは実質金利を上昇させ企業収益を圧
迫する（注8）。またデフレーションの下では供給過剰圧
力が作用している結果、生産能力増に繋がる設備投資
の増加が妨げられる。それに加えて、大企業のコスト
削減のためのリストラ圧力を受けている中小企業の場
合にはとりわけそうした傾向が強まる。かくして自律
的回復力が損なわれる可能性がある。その場合には、
景気回復・上昇は専ら外需すなわち輸出に拠らざるを
得なくなる。現在の景気回復・上昇がリストラによる
企業収益改善と対米・対中輸出増加に専ら因っている
というのはそれが、「デフレーション下の景気回復・
上昇」だからである。こうした他律的景気回復・上昇
が海外景気動向なかんづく米景気動向如何に拠ってお
り極めて不安定であるということは云うまでもないで
あろう（注9）。
かくして、現在の停滞の原因が需要不足にあるのか
それとも潜在成長力低下に求められるのかとういうケ
インジアンとサプライサイダーの論争は確かに問題の
重要な出発点ではあったが、そうした論争が、今やデ
フレーション問題さらにはデフレーション下の景気回
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復・上昇限界論とオーバーラップしており、問題の焦
点が既に移行している。そのことは、デフレーション
問題が短期循環論のみならず中長期構造論的性格を有
している以上、短期循環論の枠内でのみ議論をするこ
と自体が最早無意味であるということを示唆してい
る。すなわち短期循環論の限界が益々露わになってき
ているのである（注10）。そこでわれわれは、こうした
短期循環論の限界を乗り越える必要があるが、そのた
めには短期循環論から中期構造論へと論点自体を移動
させなければならないのである。
（２）中期構造論
短期循環論の立役者でもあった潜在成長力低下問題
はそもそも中期構造論にも関わっているということを
まず確認しておかなければならない。潜在成長力論に
は中期構造論的性格がそもそも組み込まれているから
だ。潜在成長力とは一体何か。一口で云えばそれは投
資論に帰着する。つまり潜在成長力を「保証成長率」
と理解すれば、投資が経済成長率の決定要因になるか
らだ。従って投資不足―実際には投資機会不足―は
潜在成長力低下要因となる。他方投資はその二重性故
に、短期循環論の重要な構成要素であるとともに、中
期構造論的性格をも不可避的に帯びている。そこで投
資不足に由来する潜在成長力低下もまた中期構造論と
の関連性を免れ得ないということになる。
① 潜在成長力低下
ところで「潜在成長力」とか「投資の二重性」とは
一体何を意味しているのか。まず前者について。「潜
在成長力」とは何かということを理解するためには、
そもそもそれが三つの成長概念から成り立っていると
いうことを明確にしておく必要がある。一つは「保証
成長率」である。周知のように、経済成長論の古典と
される「ハロッド／ドーマー・モデル」によれば、
「保証成長率」(貯蓄と投資が均衡するという意味で
「均衡成長率」とも呼ばれる）とは、貯蓄率を資本係
数で除した結果得られる。（因みに、日本の高成長時
代には貯蓄率は約20%、資本係数は1.8であったから、
「保証成長率」は凡そ10%［0.20÷1.8＝11.1%］であっ
た。）二つには「自然成長率」である。「保証成長率」
はそもそも雇用問題を考慮してはいない。何故ならば
それは、貯蓄と投資が均衡している状態を指すに過ぎ
ないからである。その結果、結局ある国の成長率はそ
の国の貯蓄水準のみによって決定されるということに
なる。そこで雇用問題の解決とりわけ完全雇用水準の
維持を政策目標にしようとするならば、成長と雇用の
関係を考慮した成長概念を新たに導入しなければなら
ないということになる。それが、労働力を定義式に組
み入れた場合の成長概念すなわち「自然成長率」であ
る。従ってこの場合には成長率は、貯蓄率とともに労
働力の伸び率によって決定されることになるが、その
中で、完全雇用水準状態での成長率が「自然成長率」
だということになる。つまり、ある国が完全雇用状態
にあるということは、その国の成長率が「自然成長率」
の下での潜在成長力水準に達している場合のことを指
しているのである。云い替えれば、成長率が「自然成
長率」以下の水準にある場合すなわち雇用が不完全雇
用状態にある場合―失業率が摩擦的失業率を上回っ
ている場合―は、雇用が「絶対的不足」に陥ってい
る以上、成長率を「自然成長率」に迄引き上げる必要
があるという訳だ（注11）。三つ目は「成長会計」であ
る。それは、コブダグラス型生産関数を用いて一国の
経済成長率がどのように算定されるのかを示したもの
である。すなわちそれは、経済成長率＝技術進歩の成
長率＋資本ストックの寄与度＋労働力の寄与度という
算出方法によって一国の潜在成長率を計測しようとい
うものである。それが「成長会計」と呼ばれるのは以
上の定義式に由来する。成長会計論によって算出され
た日本経済の潜在成長率は、高度成長時代には10%を
越えていたが、後述するように（注13参照）、現在で
は殆どゼロ成長にまで 低下してしまっているのであ
る。
② 投資機会不足
では投資の二重性とは何か。それは、投資が一方で
は供給要因でありながら他方では需要要因でもあると
いう意味での二重性を有しているということを指して
いる。この投資の二重性が経済成長における投資の役
割を決定的なものにしている。すなわち、サプライサ
イドから捉えるならば、投資の産出効果（産出効果を
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生む産出係数は資本係数の逆数である）が成長率を規
定している以上、供給要因としての投資が成長規定要
因であることは明らかだ。そして産出効果が不可避的
に伴っているタイムラグにより、その場合の経済成長
すなわち潜在成長力は中期性を免れ得ないということ
になる。他方デイマンドサイドから観れば、投資は需
要の代表的な構成要素の一つであり、その意味では短
期循環論とも係わっている。だが需要サイドにおいて
も投資はその乗数効果（いわゆる「加速度原理」）故
に成長に係わっている。つまり投資は需要要因として
も成長規定要因をなしているのである。
このように、経済成長はこうした投資の二重性抜き
にはそもそも成り立たないのであり、日本経済が「停
滞」に陥っているということは、投資のこの二重性が
作動しないかもしくは十分作動してはいないというこ
とを意味している。つまり、投資機会不足に加えて投
資の産出効果自体の低下すなわち生産性の低下という
サプライサイド要因が逆乗数効果を通じてデイマンド
サイドにも波及するのである。つまり、投資不足すな
わち投資機会不足は「経済の停滞」を不可避とすると
共に、「停滞経済」においては投資が成長減速要因と
なるという訳だ。
ところで投資機会不足論はさらに上記のデフレーシ
ョン論とも関わっている。投資率が貯蓄率と同時に将
来の予想収益率にも因っている以上、予想収益率低下
は投資機会の喪失に繋がる。他方、デフレーションが
企業収益の圧迫要因をなしている以上、上記のデフレ
ーションすなわち価格の低位平準化作用は企業の予想
収益率を大幅に引き下げることになる。つまりデフレ
ーションは投資機会喪失に繋がるのだ。
かくして、現在の日本経済においては、投資機会不
足とデフレーションとが悪循環を引き起こす可能性が
伏在しており、それが日本経済の「停滞」を増幅させ
かねないという危険性を孕んでいるということにわれ
われは目を背けてはならないのである。
では、投資機会不足は何故生じたのか。それは日本
経済の成熟化・人口構造の変化とグローバリゼーショ
ンとに密接に関わっていると考えられる。そこで問題
は第三の論点に移行することになる。すなわち、長期
的パースペクテイブ論の登場である。
（３）長期的パースペクテイブ論
① 人口減少・少子高齢化
日本経済の長期的パースペクテイブ論に関しては、
大きくは海外と国内の問題に分けて考えなければなら
ない。まず後者の国内問題については、社会の成熟化
さらには人口構造上の変化―つまり人口減少及び少
子高齢化―などによる市場構造の変容が挙げられる。
社会の成熟化や人口構造の変化によって市場が縮小し
また変容することは避け難いからである（注12）。だが
問題はそれだけではない。人口減少・少子高齢化は、
単に市場構造の変化をもたらすだけではなく、潜在成
長力（注13）低下を通じて長期的には日本経済を衰退に
陥れる可能性を伏在させているからだ。例えば電力中
央研究所が描いた人口と経済成長のシナリオによれ
ば、人口減少により、標準的なケース（注14）ですら、
2030年以降、労働力率低下と生産性上昇率鈍化がもた
らす日本の潜在成長力低下により実質成長率はマイナ
スに転じると試算されている（図参照）。（なおこの場
合、貯蓄率は変化しないので資本ストック増加率は一
定であるが（注15）、人口減少の影響を受けて労働力率
は低下し、生産性上昇率も鈍化すると予測されてい
る。）
その場合、最も深刻な影響を蒙るのは破綻する財政、
試算の前提 
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行き詰る社会保障そして切り捨てられる地方経済であ
る。まず財政についてはどうか。2002年度末に既に
460兆円に達している国債残高は、2025年には1,200兆
円（対GDP比180%）を超え破綻状態に陥るのは確実
であるとされており、破綻を回避するためには、2025
年の段階で消費税率を15%にまで高め、国民負担率を
55%に引き上げる以外にないとされている（注16）。云う
までもなくこのような高負担は、それ自体日本の潜在
成長力をさらに低下させる可能性を伏在させている以
上、日本経済の前途には、高負担とマイナス成長との
悪循環が待ちかまえているということになる。
次に社会保障について。松谷明彦教授の試算による
と（注17）、現行の給付水準と負担率を前提とすると、収
支差額は拡大の一途を辿り、2030年迄に生じる赤字額
は1,170兆円に達するとされる。それは、現在政府に
よって検討されている年金改革案では到底解消し得な
い規模である。要するに、「増える一方の高齢者に対
して、減る一方の労働者にその生活費を負担させると
いうシステムが持続可能であるはずがない」（注18）ので
ある。
最後に地方経済に関して。2000年から2025年にかけ
ての日本の実質経済成長率は年率1.0%であるが、これ
を地域別にみてみると、（イ）産業集積の厚い首都圏、
中部、関西では全国平均を上回る成長率を遂げる（年
率1.0%～1.1%）、（ロ）だが人口減少や公共投資抑制の
影響をとくに大きく蒙る北海道、東北、北関東、北陸、
中国、四国、九州・沖縄では成長率も年率0.3%～0.8%
と一足早くゼロ成長に陥る－と予測されている（注19）。
その結果、地域別一人当たり実質GDPにおける最大
値と最小値の差は、2000年の140万円から2025年には
230万円に拡大するとされる（注20）。だとすれば、日本
経済の衰退は実は地方経済崩解から始まるということ
になるのだ（注21）。
②“ボーダレス・デイバイド”
その意味で、人口減少・少子高齢化が日本経済に及
ぼす影響は極めて深刻なのであるが、問題はそれだけ
に止まっている訳ではない。日本経済の「停滞」に関
わる長期的パースペクテイブ論としては、以上の国内
要因もさることながら、海外要因の方もそれに劣らず
深刻である。何故ならば、グローバリゼーションへの
日本企業の対応のあり方とりわけ中小企業及び集積地
域企業のそれが現在の日本経済の「停滞」に極めて深
刻な問題を投げかけているからである。そこで次にこ
の点を検討してみよう。長期的なパースペクテイブで
捉えた場合、現代世界の潮流はグローバリゼーション、
情報化・知識化社会への移行、地球環境問題の深刻化
ーという三点に集約されよう。
ここで見落としてはならないのは、こうした流れに
対応するためと称して華々しく登場してきたのが実は
いわゆる「構造改革」論であったということだ。その
ことは、「構造改革」論にはもう一つの狙いが込めら
れていたということである。すなわちそれは、日本企
業のグローバリゼーションへの対応を促すというもの
であった。その意味では、「構造改革」論にはそもそ
も二つの狙い―すなわち一方では日本経済の潜在成
長力を引き上げるというサプライサイド論に代表され
る狙いと他方ではグローバル化の中で日本企業の競争
力を高めるというグローバリゼーション論に代表され
る狙い―があったと云える。確かにそれはそれなり
に一定の意味を持っていたことは否めない。新たな環
境への対応を最も深刻に迫られているのは―少なく
とも「グローバリゼーション」が市場競争の激化を意
味する以上―他ならぬ日本企業であり、現に大企業
を中心にして日本企業は市場メカニズムを通じてそう
した構造変化への対応を進めつつあるのだが、「構造
改革」は正に企業のこうした対応を支援しかつ促進す
るという役割を担って登場してきたからだ。
だが日本企業の中で上記の構造変化に対応しうるの
は基本的には大企業である。その結果、大企業は続々
と「グローバル企業」へと変容を遂げている。ところ
がグローバル経営への対応に関しては、中小企業や集
積地域企業は大企業に比べて明らかに不利である。そ
の結果、中小企業・集積地域企業の「グローバル企業」
への転身は極めて困難となっている。そこで、グロー
バリゼーションが進展すればするほど、「グローバル
企業」と「非グローバル企業」とへの両極分解が進み、
しかも両者の格差が拡大することになる。しかしなが
ら大企業は、国民経済の中では必ずしも大きな比重を
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占めている訳ではない。最も大きな比重を占めている
のは今なお「非グローバル企業」である中小企業であ
り集積地域企業である。雇用の面ではとくにそうだ。
ということは、国民経済的に観ると、中小企業が構造
変化の中でどのような状況に置かれているのかという
ことこそが最も重要かつ深刻な問題だということにな
る。その点で新たに三つの“デイバイド”が生まれか
つ拡大していることを看過すべきではないだろう。ま
ず、いわゆるグローバル経営を巡ってすなわちグロー
バル化への企業経営上の対応なかんづくボーダレス化
へのそれを巡って、既に述べたようにグローバル企業
と非グローバル企業とへの両極分解が生じている。つ
まり“ボーダレス・デイバイド”が発生しているので
ある。次に情報化の進展とともに“デジタル・デイバ
イド”が発生し拡大しているということもまたよく知
られている事実である。そして、“デジタル・デバイ
ド”の下でも市場競争から退出を迫られているのは中
小企業に他ならない。さらに、地球環境問題への対応
を巡って、それに対応可能な企業と対応困難な企業と
への両極分解すなわち“グリーン・デバイド”が新た
に発生しつつありかつ急速に蔓延し始めているという
ことも無視できない。しかも、中小企業を中心とする
パーツ・サプライヤーの多くが「グリーン調達」とい
う名の下で大企業を主体とするアセンブラーから切り
捨てられつつあるというのが実状である。しかも現代
世界の潮流においては、グローバリゼーションを軸に
して三つの潮流が相互に関連し合っている以上、三つ
の“デバイド”もまた相互連関性を持ち相互作用を引
き起こしているからコトは尚更厄介である。
このように、大企業が「グローバル企業」へと変容
しつつある中で中小企業の多くが「非グローバル企業」
に止まることを余儀なくされており、しかも両者の格
差が拡大しているという背景には、もう一つの構造変
化すなわち“ボーダレス・デバイド”を基軸とした三
つのデバイドが確実に進行しているという事実が横た
わっているのである。「構造改革」が一定の成果を挙
げながらもそれが日本経済の再生には必ずしも繋がっ
てはいないというのは、それがグローバル企業の叢生
という面では成果を生み出しながらも、それを通じて
むしろ企業構造の二極化が促進され、しかもそのこと
が日本経済の二極化の可能性に結びついているからに
他ならないからだ。日本経済がこうした可能性を孕ん
でいるということは、われわれにますます長期的パー
スペクテイブ論の重要性を惹起している。
（４）構造改革論の問題点
以上で明らかにしてきたことを整理すると次の通り
である。まず、日本経済の「停滞」の原因が投資機会
喪失による潜在成長力低下というサプライサイドにあ
ることは歴然としている。そこで日本経済再生のため
には、投資機会を創出し、潜在成長力及び企業競争力
を強化することが不可欠であるとするサプライサイド
論に依拠した発想は無視できない。そこで中期構造改
革論的なアプローチが重要となる。だがそれでもまだ
不十分だ。日本経済の「停滞」は、グローバリゼーシ
ョン下での企業構造の二極化、さらには社会の成熟化
及び人口構造の変化に伴う市場条件の変化という長期
的性格を色濃く帯びていることも軽視してはならな
い。つまり、長期的パースペクテイブの下では、日本
経済には衰退化の可能性すら伏在させているというこ
とを否定し難いのである。従って再生は、単なる「停
滞」からの脱却だけではなく、衰退可能性を払拭する
という意味での「再生」でもなければならないという
ことになる。その意味で、日本経済再生のための課題
もまた、景気循環論、中期構造論さらには長期的パー
スペクテイブというタイムスパンに応じて、不況から
の回復、投資不足からの脱却そして衰退可能性払拭と
いうように、位相の変化に応じて問題も変化するとい
うことを理解しておかなければならないであろう。
現行の「構造改革」が必ずしも成果を挙げることに
成功していないのは、それがサプライサイド論に立脚
しながらも―そのこと自体は決して間違ってはいな
いのだが―肝心の潜在成長力強化には必ずしも繋が
ってはいないということにあるということを指摘して
おかなければならない。それが日本経済再生の役割を
期待されて登場しながらも未だにそれに応えることが
できないのは、それが中小企業を含む企業競争力強化
―従って潜在成長力引き上げ―には十分成功せず日
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本経済を衰退可能性から防ぐという見通しと方途を国
民に対して説得的に提示しているとは云い難いという
ことにも因っていると云えよう。
そこで以下では、以上の論点整理に基づき、とくに
長期的なパースペクテイブの下での日本経済再生の方
向と課題を探ってみることにしよう。同時にそれが構
造改革論をさらに発展させることにも繋がっていると
いうことは云うまでもない。
（注１）潜在成長力は、それ自体マクロ経済上の概念
であるが、同時にミクロ的な概念である企業
競争力とも密接に関連していることは云うま
でもない。
（注２）「ピグー効果」とは景気の自律回復力を云う。
すなわち、物価や経済活動の低下は永久に続
くのではなく、金融資産の実質価値の増加を
通じてやがて消費・投資が回復に向かう、と
したピグーの考え方を指している。
（注３）ここで云う「日本のデフレーション」とは、
1990年代以降の経済停滞を反映した「企業物
価」の低落傾向のことを指している。一般に
デフレーションは、貨幣的現象として理解さ
れており、従って通貨供給量の不足に伴う物
価の長期的低落として捉えられており、指標
としてはGDPデフレータの継続的下落によっ
て示される。日本の場合も、GDPデフレータ
は1998年４～６月期から2003年７～９月期に
至る迄22四半期連続してマイナスを記録して
おり、その限りにおいてそれは歴とした「デ
フレーション」である。だがそれだけでは、
日本に特有な物価構造と「デフレーション」
とを混同してしまう恐れがある。日本のよう
に卸売り物価と消費者物価との間にかなり大
幅な乖離がある場合には、両者を一本化した
GDPデフレータの下落が必ずしも経済の実態
を反映しているとは限らないからだ。後述す
るように（注８参照）、消費者物価下落には市
場メカニズムの浸透による乖離幅の縮小とい
う側面が横たわっている。そこでここでは、
日本の場合には、経済実態とくに企業実態を
より正確に表していると想定される「企業物
価」を敢えてデフレーションの指標とみなす
ことにする。
（注４）デフレーションを「貨幣供給量の不足」と定
義するだけでは不十分である。それだけでは、
貨幣的現象の背後にある実体経済を無視して
しまうからだ。そもそも貨幣的現象は、技術
革新や生産構造の変化など実体経済の変化と
表裏の関係にあるが、貨幣供給不足論はこう
した本質的な変化をともすれば見落としてし
まうからである。しかも今日においては、国
際分業の進展により技術革新・生産構造の変
化はボーダレスに進展しており、その結果デ
フレーション問題もまた世界的でかつ構造的
な性格を益々深めている。デフレーションへ
の対応が極めて厄介なのは、それが単に貨
幣的現象であるだけではなく、こうした実体
経済とも深く関わっているからだ。
（注５）詳細については、拙稿「ビジネス・スクール
講座・講義要項」（国際競争戦略・事例研究）
［URL；http ://www.wi th -on l ine . com/
yasuhiko/business030416.htm］Ⅰ「ボーダレ
ス化の現状と問題点」<p.2～4>を参照のこと。）
（注６）日本の財務省によれば、各国の購買力を勘案
した人民元の実勢レートは、2001年時点では
対ドルで14.1%割安だと試算されている（日本
経済新聞2003年８月17日より）。なお、人民元
レートは、1994年以来１ドル＝8.27元近辺で
事実上ドルに固定されている。
（注７）日本経済新聞「デフレ下の景気循環」（同2003
年７月25日）参照。
（注８）尤もデフレーションと実質賃金の関係につい
ては両面がある。消費者物価下落による実質
賃金上昇は、企業にとってはコストアップ要
因であり、従って収益圧迫要因となるが、反
面では消費拡大要因ともなる。さらに日本の
場合、消費者物価下落を以てデフレーション
とは一概にみなし得ないということも指摘し
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ておかなければならない。1990年代における
消費者物価下落傾向は、確かに日本経済の停
滞を反映しているという面があり、その意味
ではデフレーションと無関係という訳にはい
かないであろう。だがその下落がいわゆる
「構造改革」の成果でもあるということも見落
とせない。すなわち「構造改革」を通じての
市場メカニズムの高コスト分野への浸透が、
消費者物価と卸売り物価の乖離という日本独
特の物価構造の解消に繋がりつつあるという
ことも否定できないのである。（小菅伸彦「物
価下落、改革の成果」（日本経済新聞2003年８
月３日参照）。
（注９）アメリカ経済が既に過剰な“アブソーバー”
であるということを見落としてはならないで
あろう。アメリカのGDPの世界シェアは凡そ
15%であるが、同国は世界の累積GDP増加額
の64%をも占めている（ステイーブン・ロー
チ「世界的アンバランス是正の必要性」［日本
経済新聞2003年５月１日］より）。つまりアメ
リカは既に“オーバー・アブソーバー”なの
である。その結果、同国の経常赤字幅は2003
年には5,500億ドルを上回ると試算されており
（その結果既に2002年現在で２兆6,052億ドル
［IMF『International Financial Statistics』
<November 2003>より］に達している米対外
純債務残高がさらに大巾に増加することは確
実である）、財政赤字額もまた2003財政年度に
は約4,550億ドルに達しており、同国経済がド
ル大幅下落の可能性を抱えた経済であるとい
うことを否定できない状況にあると云える。
経常赤字は主として公的資本の流入超によっ
てファイナースされており（2003年には1,895
億ドルの流入超と試算されている）、その公的
資本流入は外国政府によって購入された米財
務省証券と米政府機関債から成っており、し
かも最近ではそれによって経常赤字の殆んど
が穴埋めされているという不安定な状況にあ
るからだ。例えば、外国政府による米財務省
証券等購入残高の推移を示すとされる「ニュ
ーヨーク連銀カストデイ勘定債券残高」の推
移をみると、2003年10～12月期には、1,034億
ドルに急増しており、アメリカの四半期ベー
スの経常赤字巾の７～８割を埋め合わせてい
るとされる（吉川雅幸「世界経済を左右する
ドルの先行き」［エコノミスト＜2004年１月27
日＞］p.91～93より。そうした中で日本政府
による米国債保有が極めて重要な役割を果た
しているのである。（因みに、日本政府による
大量のドル買い支えにより日本の外貨準備高
は2003年末で6,735億ドルの巨額に膨れあがっ
ている。政府・日銀による円高阻止のための
円売り・ドル買い入れ額が2003年だけで20兆
円（約2000億ドル）を超えたことを主要因と
している。しかもこうしたドル買い支えによ
る保有ドルは、邦銀保有ドル分も含めて、主
として米ドル債権として保有されている［日
本の米国債保有残高は2003年８月末現在で
4,512億ドル<日本経済新聞2003年10月22日よ
り>と米国債保有国第１位の地位―しかも第
２位であるイギリスの1,511億ドル<同>、第
３位の中国の1,239億ドル<同>と比べても日
本の地位はダントツである―を占めている<
なお、2003年８月末現在の各国・地域による
米国債保有額合計は１兆4,231億ドル《同》で
ある>］。他方、日本政府によるドル買い支え
は、日本からの資金引上げを意味している以
上、日本国内の資金不足すなわちデフレ要因
ともなっており、景気回復の足かせとなって
いる［三国陽夫「デフレ招く貿易の黒字」<
朝日新聞2003年９月23日>参照］。そればかり
ではない。ドル買い支えは、日本の輸出産業
とりわけ対米輸出依存産業―それは日本の重
要産業の大部分を網羅している―に対する一
種の「輸出補助金」の役割を果たしており、
現在の景気回復が「輸出補助金」すら必要と
しているという点で、輸出依存型景気回復の
危さを証明するものとなっている。にもかか
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わらず円・ドルレートは、景気が「底離れ」
するや否や、アメリカの経常赤字を背景とす
るドル不安を反映して、早くもドル安・円高
へと振れ始めており、日本の景気回復に対す
る最大の障害物として立ちはだかる可能性を
強めているのである。）
（注10）景気の現局面を判断する上で、短期的な景気
循環論自体が最早限界を露呈しているとの見
解すら登場し始めている。例えば福田慎一教
授は、現行景気循環論に拠っては、現在の日
本経済の「低迷」が、長期的トレンドから乖
離した現象すなわちデフレギャップを反映し
ているに過ぎないのか、それともトレンド自
体の変化すなわち潜在成長率自体の低下に因
るものなのか―を的確に判断できないとされ
ている。要するに、トレンド自体が変化して
いる現在の日本経済のような場合には、デフ
レギャップと潜在成長率低下とがオーバーラ
ップしており、景気局面を単に短期的な景気
循環論で判断することは適切ではないという
ことである。（福田慎一「景気変動を読む；⑥
トレンドと循環」［日本経済新聞2003年８月29
日］参照。）
（注11）このことは、「成長」と「分配」という概念を
考える上で極めて重要な示唆をわれわれに与
えてくれる。すなわち「成長」とは、ある社
会において財・サービスの「絶対的不足」が
存在している場合に、それを解消するために
必要とされるのであって、逆に、その社会全
体としては余力があるにもかかわらず財・サ
ービスの「相対的不足」が発生している場合
には、それを解消するためには、「成長」では
なく「分配」が必要とされるということであ
る（高橋仲彰『優しい経済学―ゼロ成長を豊
かに生きる』［ちくま書房］p.189 参照。因み
に、著者は日本の場合は「成長」より「分配」
が必要だと主張している。）
（注12）国立社会保障・人口問題研究所によれば、日
本の総人口は、2006年の１億2,774万人をピー
クに減少に転じ、30年には１億1,758万人、50
年には１億人に迄減少すると推計されている
（朝日新聞2003年５月４日より）。しかも人口
構成の面では生産年齢人口が一層減少し高齢
者人口が大幅に増加するとみられる。例えば
65歳以上の高齢者人口は、2043年までに、現
在の1,800万人から3,600万人に倍増する一方
で、15歳以上の現役世代が8,600万人から5,500
万人に減少するとされている（中前　忠「人
口増加に向けて衆知を集めよ」［日本経済新聞
2004年１月６日］より）。その結果、労働参加
率が現在の68％のままだと現役勤労者は3,700
万人しか確保できなくなる（同上）。このこと
は、放置すれば、成長力を支える上で最っと
も重要な労働力の確保が極めて困難になり、
日本の成長力を大幅に低下させることに繋が
りかねないのである。それだけではない。こ
うした人口減少・人口構造変化は需要サイド
にも大きな影響を及ぼすことになりそうだ。
人口減少及び人口構造の変化により国内市場
の縮小が避け難いからだ。例えば旧経済企画
庁の研究会によれば、2005年から20年迄の人
口変動の結果、他の条件にして変化がなけれ
ば、GDPが計6.7%、国民一人当たりGDPが同
4.0%引き下げられ、従って国民一人当たり消
費可能額も同7.1%押し下げられると試算され
ている（朝日新聞2003年５月４日より）。こう
した中では、とくに生活必需品及び住宅需要
を中心に国内市場が大幅に縮小しこれらの分
野を中心にして投資機会が直接喪失する結果
を招くとされる（山上俊彦「潜在成長率低下
と総需要の行方」［毎日新聞社『エコノミ
スト』2003年５月６日号］p.30～32参照）。そ
れだけではない。人口構造変化の影響は、よ
り深刻な姿となって現われ始めている。まず
少子化による影響である。例えば、自動車保
有台数減少の危機が迫っている。2003年には
乗用車保有台数（軽自動車を除く）が純減に
転じている可能性が強いとされている（朝日
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新聞　2004年１月15日より）。しかも過去５年
間に若齢車は365万台減り、逆に高齢車が500
万台増加するというように車齢構成の高齢化
が顕著である（同上）。こうした保有台数減少
化傾向や車齢構成高齢化は、人口構造の少
子・高齢化を反映したもの以外の何ものでも
ないのは明らかである。一方、高齢者人口比
率の増大に伴い、高齢者の肉体的限界が桎梏
となって、日本の得意とするハイテク製品に
対する需要も相対的に縮小せざるをなくなる
だろう。（因みに、50歳以上の顧客が売上高に
占める比率が10%に満たないハイテク機器は
多いとされる「横山禎徳「衰退しながら『成
長』する道」<エコノミスト《2004年１月６
日号》>］p.23より。）他方ではこうした市場縮
小の可能性自体、企業の期待成長率を引き下
げその結果さらに投資を萎縮させる可能性に
も繋がっている。しかも、日本経済が既にこ
うした事態に陥っている可能性があるという
指摘も見落とせない（山上俊彦「同上」p.30
～32 参照）。
（注13）日本の潜在成長率は1990年迄は４%以上で推
移してきたが、90年代に入って下方屈折しほ
ぼ２%の水準に迄低下していると計測されて
いる[郵政省・郵政研究所『我が国の潜在成長
率等に関する調査研究』<2000年７月>
［URL；http://www.iptp.go.jp/reserch/
survey/finance/2000/00301.pdf］p.85～92及
びp.107～108参照］。なお、現在の日本の潜在
成長率は0.5%～1.0%と推計されており、既に
ゼロ成長に近づきつつあるとする厳しい見方
もある（山上俊彦「潜在成長率低下と総需要
の行方」［毎日新聞社『エコノミスト』2003年
５月６日号］p.30～32参照）。
（注14）標準ケースとは、現在の傾向をそのまま引き
延ばした場合のことである。無論、標準ケー
スだけで将来予測を済ませてしまうのは些か
乱暴である。社会的・経済的・技術的条件が
変化すれば、当然それは潜在成長力にも影響
するからだ。また前提条件の変化及びそれを
促す経済・社会システムの変更により潜在成
長力を引き上げることも可能な筈だ。だがこ
こでは、こうした与件の変化やシステムの変
更がないものとして議論している。そうした
変化・変更及びそれに伴う潜在成長力引き上
げ問題については次章で取り上げるので、そ
れを参考にして頂きたい。
（注15）尤も筆者は、貯蓄率を一定と仮定することに
は異論がある。高齢化社会への移行とともに
貯蓄率低下は不可避と観られるからだ。内閣
府によれば、2002年度の家計貯蓄率は6.2％と
91年度の14.6％から僅か10年余で半分以下へ
急落し、先進国の中では今やアメリカ（2001
年で2.3％）に次ぐ低貯蓄率へと転落している。
（因みにフランスは11.5％、ドイツも10.1％で
ある。）要するに高齢化に伴い貯蓄を取り崩す
人が増えたのである。高齢の無職世帯は年金
などの所得に加え、その26％相等額を蓄えか
ら取り崩し生活費を補填しているとされてい
る（平田育夫「貯蓄率低下の先の悪夢―構造
改革、時間との競争に ―」（日本経済新聞
2003年12月７日より）。従って、21世紀に入り
高齢化社会への移行とともに、標準的ケース
ですら、家計貯蓄率が大幅に低下し、それに
伴い国全体としての貯蓄率も低下することは
避け難いと観られる。云うまでもなく、貯蓄
率低下は資本蓄積率低下を伴う以上、潜在成
長力低下に結びつくだけに、貯蓄率低下問題
を軽視してはならないのである。
（注16）（財）電力中央研究所「2025年までの経済・エ
ネルギーの長期展望」（2003年10月１日）
［URL；http://criepi.denken.or.jp/jpn/serc/
topics/index.html］より。
（注17）松谷明彦「マイナス成長の豊かな社会」（中央
公論　2004年２月号）p.240～241より。
（注18）同上　p.240より。
（注19）同上より。
（注20）同上より。
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（注21）このことは地域経済間でマイナス成長下の激
しい生き残り競争が今後展開されるというこ
とを暗示しているが、そうした中で、「拡大首
都圏」構想による大都市圏生き残り構想が早
くも浮上してきていることには些か驚かされ
る。例えば、横山禎徳氏の「衰退しながら
『成長』する道」（エコノミスト［2004年１月
６日］）がそれである。
２．再生のための課題―社会的成長試論―
日本経済の現状を巡る以上の論点整理に基づいて、
以下では日本経済再生のための課題―とくに中長期
的課題―を考えてみることにしよう。ここではそれ
を、（イ）グローバリゼーションの下で国民経済を深
化させるにはどうすればよいのか、（ロ）経済社会の
成熟化とともに人々のニーズはどのように変化しつつ
あるのか、（ハ）経済社会システム分権化の意味は何
か、（ニ）社会的資源配分機能を如何にして創出する
のか、（ホ）アジア共生型の地域産業再生論とは何か、
（ヘ）それはエイシアン・ソーシャル・スペース論と
どのように係わるのか－という六点に絞ろう。（無論
他にも課題はいろいろ考えられるが、本稿の文脈に沿
って考えるならばこの六点に整理されよう。）そして
以上の諸課題は結局、国民経済の深化と内発的発展に
向けた社会的成長路線を如何にして築くのか、またそ
のための抜本的な経済社会改革すなわち「もう一つの
構造改革」のシナリオをどのように描くのか、という
問題に帰着するであろう。そこで以下では、前章で検
討した諸点を念頭に置きつつ、順次これらの課題につ
いて検討して行こう。
（１）国民経済の深化と内発的発展
第１章で述べたように、グローバリゼーションに対
して「国民経済」としての日本経済は如何なるスタン
スで臨むべきか、ということが再生論の核心の一つで
ある。グローバリゼーションとデフレーションがオー
バラップししかも相乗化することによって世界的「構
造デフレーション」が“世界経済共通の敵”（注1）とな
りつつある現代世界にあっては、このことはとくに重
要である。ではわれわれはグローバリゼーションに対
して如何なるスタンスで望めばよいのか。それは、一
口で言えば、グローバリゼーション下で国民経済を如
何に「深化」させるのかということに尽きる。この場
合の「深化」とは、グローバリゼーションに背を向け
るのではなく、むしろそれを積極的に活用して、国民
経済の外延的発展と内包的発展の両立を計るというこ
とである。より積極的に云うならば、両者を融合させ
るということだ。そのためには、国民経済の「内発的
発展」を計る必要がある（注2）。「内発的発展」とは、
中小企業及び集積地域企業が新しい製品やサービスを
創出すべく先端的技術・産業を積極的に導入するため
に内外にそれを求め、さらにそれらによって得られる
製品・サービスの販売を目指して新市場を内外におい
て果敢に開拓していくために、自らの経営戦略にグロ
ーバリゼーションを積極的に組み込んでいくーという
ダイナミック・グローカリズムのことを指している。
「国民経済」としての日本経済に今求められているの
は正にこうした意味での「内発的発展」に他ならない
のだ。
そしてこうしたダイナミズムは、産業集積地域企業
の新ビジネス・モデル論やビジネス・ネットワークの
ボーダレス化論と表裏の関係にある以上、国民経済の
深化もまた、“ダイナミック・グローカリズム”とい
う観点から、集積地域企業の新ビジネス・モデル及び
集積地域における新クラスター・モデルを如何にして
作り上げていくのかということと密接に関わってくる
のである。
かくして国民経済深化論すなわち内発的発展論は、
日本経済とりわけ中小企業・集積地域企業のグローバ
リゼーションへの対応において中心的な課題であり、
従ってとくに長期的なパースペクテイブに立った場合
の日本経済再生論における核心的な課題とされるべき
だ、ということになる。われわれはこのことを第一に
強調しておかなければならない。
（２）社会的・文化的・知的ニーズの重視
第二に、上記の課題は、国民経済の深化・内発的発
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展は社会的・文化的・知的ニーズの充足とも関わって
いる。日本の経済社会が市民社会の浸透を反映して成
熟社会へと移行するにつれて、さらにそこに少子高齢
化による人口構造の変化が加わることによって、人々
のニーズの充足においても、単なる経済的要素だけで
はなく、社会的・文化的・知的要素が新たに登場して
きておりしかもその比重が次第に強まりつつあるとい
うことをまず指摘しておかなければならない。すなわ
ち新たなニーズとは、（イ）消費者ニーズの変容―必
需性・利便性・低価格を専ら志向してきたこれまでの
ニーズからそれだけではなく新たに個性・感性・文化
性をも志向しさらには環境問題などの社会性にも考慮
を払うというようなニーズへの変容（注3）―、（ロ）良
質で長持ちすることによって公共的価値を高めた住宅
に対する人々のニーズの高まり（注4）、（ハ）少子化時代
に必要とされる新たな都市環境・住環境―すなわち
若者にとって魅力ある都市環境・住環境―の整備・
改善（注5）、（ニ）少子化時代に不可欠な次世代教育に対
応した教育のあり方（注6）、（ホ）高齢者の安心と生き甲
斐を重視した年金・介護・ワークシェアリング（注7）、
（ヘ）経済的条件ではなく社会的基準に基づく希少資
源配分方式が求められている医療サービス（注8）、（ト）
食の安全性・信頼感や食文化を重視した食農循環型地
域社会の形成、（チ）地球環境問題の深刻化に伴う環
境保全要求の高まり、（リ）内発的発展の担い手であ
る中小企業・集積地域企業が依拠する地域経済の再生
に向けての地域ニーズ密着型研究開発投資・産学官協
力の必要性―などを指すが、そのいずれを取り上げ
てみても、それらは単なる経済的要求という性格だけ
ではなく、社会性を色濃く帯び、かつ文化や伝統、知
識や知性さらには環境を重視するという性格を伴って
いるのである。その意味でそれらは、社会的・文化
的・知的ニーズと見なされるべきであろう。しかもこ
うした社会的・文化的・知的ニーズの台頭は、人々の
価値観の多様性―すなわち経済的価値など物質的価
値だけではなく社会的・文化的・知的価値など非物質
的価値をも重視するという意味での多様性―を背景
に有しており、単にニーズの変化というだけでは済ま
されないものがそこには横たわっているということも
見落とせないであろう。
さらにこうした社会的・文化的・知的ニーズの充足
は日本経済の新しい「成長源泉」でもあるということ
を見逃すべきではない。社会的・文化的・知的ニーズ
が「成長源泉」であるというのは、それらが、当面の
景気回復シナリオにとって有意義なだけでなく投資を
機軸とした成長論にも関わっており、さらに日本経済
再生論との関連で云えば、長期的パースペクテイブ論
にも係わっているからである。すなわち、（イ）まず、
こうした社会的・文化的・知的ニーズ充足のための資
金として、現在ドル債とくに米国債保有に充てられて
いる資金（第１章［注９］参照）を活用することは、
財政制約下の景気対策として効果的であるばかりでは
なく、対米市場依存型の不安定な景気回復過程を相対
的に内需を重視した安定的な景気回復軌道へと修正す
る上でも有意義である（注9）、（ロ）次いで社会的・文
化的・知的ニーズの充足は日本経済にとっては新たな
潜在的需要―ある意味ではそれは膨大な潜在的需要
であるかもしれない―の発生を意味している（注10）、
（ハ）そしてこうしたニーズの充足は新産業・新事業
の創出（注11）を含む投資機会創出に繋がる、（ニ）そ
の意味でそこにおける投資機会の創出はサプライサイ
ドとデイマンドサイド双方における成長要因をなして
いる―つまり需要創出と技術革新の好循環をもたら
し得る―、（ホ）そして最後にこうした社会的・文化
的・知的ニーズの充足は、他方で日本の経済社会のあ
り方という長期的なパースペクテイブとも密接に関わ
っている（注12）― という意味において社会的・文化
的・知的ニーズは「成長源泉」なのである。
従って、上述した国民経済深化・内発的発展にとっ
てもこうした社会的・文化的・知的ニーズを重視しし
かもそれを「成長源泉」とすることは極めて重要な意
義を持っているということになる。
（３）経済社会システムの分権化
第三に、上記の社会的・文化的・知的ニーズの重視
は経済社会システムの分権化を不可欠としているとい
うことも見落とせない。何故ならば、上記の環境・福
祉・医療・教育・子育て・住環境などそのいずれも地
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域を基盤にしたニーズであるからだ。
だがこの問題を考える上で、まず分権化と市場経済
の関係を明確にしておかなければならない。グローバ
リゼーションに伴う市場経済化は経済の分権化を促進
する上でも確かに必要である。市場経済は、経済シス
テムの透明性をもたらし、また必要な場合には経済の
民主化を促すからだ。成熟した市民社会が本来分権化
を指向するということは今日では既によく知られてい
ることだ。だとすれば、市場経済が市民社会に“埋め
込まれている”以上、それが分権化の経済的条件をな
すということは最早疑う余地がないのである。
だからと云って、市場メカニズムの浸透だけで日本
の経済社会システムが分権化され得ると考えるのは早
計である。上述した社会的・文化的・知的ニーズの充
足は、当事者である人々の一方での社会的意志決定へ
の参加と他方での個性やアイデンテイテイーの尊重を
条件としてはじめて成り立つのだが、大事なことは、
そうした参加・自立を可能にしまた促すためには社会
の分権化とりわけ地方分権化が不可欠であるという点
だ。かくして、社会の分権化や地方分権化は単なる市
場化だけでは決して達成され得るものではないという
ことを強調しておかなければならない。
しかも経済構造の面でも、分権化とくに地方分権は
今後の日本の国際分業にとっても不可欠な前提条件を
なすということを指摘しておきたい。今後の日本の国
際分業の中で不可欠なパートナーであるアジア諸国の
経済発展が「地域」を基盤にしているからだ。中国の
経済発展が珠江デルタや長江デルタなどの産業集積地
域における“ダイナミック・グローカリズム”によっ
て担われているということは決して偶然ではない。こ
うした例は他のアジア諸国においてもみられる。中小
企業重視の改革が地域を基盤にしているとするなら
ば、その場合の「地域」とは今やボーダレスに考えな
ければならないということをこのことは示唆してい
る。日本の経済社会の分権化とりわけ地方分権は成熟
社会対応論のみならず対アジア共生論という観点から
も必要だということになる。
かくして分権化は、社会的・文化的・知的ニーズの
充足を深化・内発的発展に結びつける上でカギを握る
中小企業・集積地域企業主導の経済システムを形成す
る上でも不可欠なのである。
以上から明らかなように、日本の経済社会システム
の分権化とりわけ地方分権は、市場経済を基礎としつ
つも経済や社会のシステム自体の分権化を不可欠とし
ており、そのための制度やシステムの改革もまた不可
避なのである。その意味で、構造改革とは単に「経済
改革」に止まるのではなく「社会改革」をも視野に入
れた経済社会全体の改革でなければならないというこ
とになる。
（４）社会的資源配分システムの創出
ところで上記の経済社会改革は新たな資源配分機能
すなわち「社会的資源配分システム」の創出を必要と
している。そのためには、現在の日本の資源配分メカ
ニズムを抜本的に転換する必要がある。この点が第四
の課題である。この問題に関する幾つかの論点を挙げ
ておくと以下の通りである。
第一に従来の公共投資優先型の資源配分システム
を、社会的・文化的・知的ニーズ充足型のそれへと転
換しなければならばい。個性・感性や文化・伝統を重
視する消費者ニーズの充足、都市・生活環境整備のた
めの投資、少子化時代に対応する教育サービスの改善、
高齢化社会における社会的サービスの充足、希少資源
としての医療サービスの社会的配分システム、食農循
環型地域社会づくり、環境ニーズ充足に向けた環境保
全投資さらには地域ニーズに密着した研究開発・産学
官協力―などに対する投資は、既に述べたように、
社会的・文化的・知的ニーズに対応する投資という意
味でいわば「社会的投資」であるが、こうした社会的
投資の必要性はますます強まっている。だがそうした
必要性に応えるためには、資源配分における現行のプ
ライオリテイーを変更しなければならない。現在の公
共事業投資に重点を置いた資源配分システムを社会的
資源を重視したそれへと転換する必要があるというこ
とだ。
第二に、社会的資源配分システムは中小企業・集積
地域企業に対して投資機会を提供するためにも必要で
ある。何故ならば、社会的ニーズ充足のための社会的
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投資を中小企業・集積地域企業の投資機会創出に結び
つけることは、国民経済深化を担う「内発的発展」と
「社会的成長」とを融合させるためにも不可欠である
からだ。その際見落としてはならないのは、社会的・
文化的・知的ニーズの充足は大企業に比べて中小企
業・集積地域企業の方が適しており、従って上記の社
会的資源配分システムの形成に対してもまた中小企
業・集積地域企業が果たす役割が大きいということで
ある。その根拠の一つは、社会的・文化的・知的ニー
ズはそもそも市場構造の変化と密接に係わっているか
らだ。つまりそれは、大企業にとって有利な大量生
産・大量消費型の市場構造を通じて充足されることに
は必ずしも馴染まず、むしろ中小企業・集積地域企業
が得意とする多品種少量生産・非画一的消費型の市場
構造を通じての方が充足され易いのである。しかも今
日ではそもそも市場構造自体が前者（大量生産・大量
消費型市場構造）から後者（多品種少量生産・非画一
的消費市場構造）へと変化しつつある訳だから（注13）、
中小企業・集積地域企業の有利性は増大する可能性を
秘めていることになる。今ひとつの根拠は、社会的・
文化的・知的ニーズはそもそも地域性を伴っていると
いうことだ。都市・生活環境整備、教育サービス、社
会的サービス、食農循環型社会づくり、環境規制さら
には日本の文化・伝統の再評価―これらのどれを取
り上げてみてもその充足は地域を主たる舞台として行
われよう。そのことも中小企業・集積地域企業の有利
性に結びつく筈だ。従って社会的資源配分システムは、
中小企業・集積地域企業に対して投資機会を提供する
ために必要なだけでなく、そうした投資を可能にする
ためにも、市場構造の変化を積極的に活用できるよう
な設計を採り入れたシステムであることが求められて
いよう。
第三に、上記に関連して、資源配分メカニズムもま
た政府（中央・地方政府）主導によるそれから民間主
導―とくに中小企業・集積地域企業主導―のそれへ
と転換しなければならない（注14）。社会的資源配分シ
ステムが求められているからといって、その要求は政
府主導の資源配分メカニズムによって充足されてはな
らない。何故ならば、中小企業・集積地域企業が優位
性を発揮し得る市場構造のメカニズムを創出するため
には、それは政府主導ではなくむしろ逆に民間主導の
資源配分メカニズムによって充足されるのが望ましい
からである。その意味で、現在の政府主導資源配分メ
カニズムを民間主導のそれへと転換することが求めら
れているのである。そのためには社会的投資に向けら
れるべき資本を基本的には市場―すなわち債権市場
や証券市場からなる資本市場及び金融市場―で調達
しなければならない。そのことは、現在の金融メカニ
ズムのあり方を抜本的に見直さなければならないとい
うことにも否応なく繋がるのである（注15）。
最後に、社会的・文化的・知的ニーズ充足型経済社
会システムへの転換は、企業経営システム転換の必要
性をも惹起するということを指摘しておかなければな
らない。何故ならば、社会的・文化的・知的ニーズ充
足のための投資は、企業評価論・企業統治論の再構築
を不可避としているからだ（注16）。短期的利益のみが
企業評価の決定要因だとする短絡的な発想ではなく、
企業の「持続的発展性」―すなわち知的能力、研究
開発力、環境マネジメント、「社会的収益性」（注17）、
社会的貢献、倫理性・文化性の重視さらには「社会的
責任」（注18）など企業の社会的評価やサステナビリテ
イーに係わる諸要素―もまた今日では株主による企
業評価の重要な決定要因だとする企業評価論の重要性
をまず指摘しておきたい。さらにこうした企業評価基
準の再定義は新たな企業統治論の構築抜きには困難で
ある。何故ならば企業評価基準再定義は、市場メカニ
ズムを絶対視するあまり倫理性や社会性を軽視しとも
すれば株価と企業経営とを一体化してしまうような企
業経営論すなわちいわゆる株価至上主義経営論に傾斜
しがちなこれ迄の企業経営論に代わって、市場メカニ
ズムと企業倫理との調和さらには融合（注19）をも考慮
した新たな企業経営論に拠る企業統治論を構築するこ
とと表裏の関係にあるからだ。
（５）アジア共生型地域産業再生論
上記の社会的投資は、アジアにおける共通した課題
として取り組まれる必要がある。その点が第五の課題
である。とくに強調しておかなければならないのは、
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環境整備のための投資の重要性である。そもそも環境
問題のボーダレスな性格からいってもそれは当然のこ
とである。だが問題はそれだけではない。経済成長そ
のものが環境負荷を強めている。例えば中国における
環境問題なかんずく大気汚染問題の深刻化からも容易
に窺えるように、成長著しいアジア諸国の経済発展に
とって環境問題は既に喫緊の課題となっている。しか
も「環境ビジネス」は今や日本企業が最も強い競争力
を獲得しつつある分野でもある。日本の自動車メーカ
ーが世界自動車産業再編成の中で急速に台頭し始めて
いるのも、そのことと決して無縁ではない（注20）。だ
とすれば、「環境競争力」の強化は単に大企業レベル
だけではなく、今日では中小企業レベルでも推進され
なければならない。このようにアジアにおける社会
的・文化的・知的ニーズの充足は、中小企業・集積地
域企業にとっても新たな投資機会の創出に繋がり得る
のである。さらにこうしたアジア共生型社会的投資論
は、またアジア共通資本市場論にも結びつき、それが
中小企業・集積地域企業の投資機会創出を支援する役
割を果たすことも期待されよう（注21）。
要するに、現行「構造改革」は地域を基盤にした
「アジア共生型改革」へと転換することが求められて
いるのである。日本経済再生のカギを握っているのは
中小企業及び集積地域企業であるが、その再生はさら
にアジアとの共生―とくにアジアの集積地域企業と
の共生―抜きには今やますます困難となりつつある
からだ。
ところで、日本の中小企業・集積地域企業は、アジ
アとの共生を通じて社会的・文化的・知的ニーズの充
足に対して積極的に対応するだけではなく、アジアレ
ベルでのその充足 ― この点は後述する「エイシア
ン・ソーシャル・スペース」論にも係わっている―
に対してむしろ自らの再生を賭けてイニシアテイブを
発揮すべきである。そのためにはボーダレス化するビ
ジネス・ネットワークの中で如何なるビジネス・プロ
セスに特化すべきか―つまりそれは云い替えればど
のような「ボーダレス・ビジネス・モデル」を築くの
か―（注22）、またそれに対して集積地域としてはどの
ように支援し得るのか、ということを明確にする必要
がある。その場合、集積地域企業におけるアジアとの
共生の成否は実は、集積地域における「知的集積」に
依拠して研究部門やマーケテイング部門に特化するこ
とによって、「グリーン・マニュファクチュアリン
グ・ネットワーク」（注23）など“ソーシャル・クリエ
イテイブ・ネットワーク”のアジアにおける形成に対
して集積地域企業がイニシアテイブを発揮し得るか否
かに専らかかっているのである。何故ならば、こうし
た社会的ニーズさらには文化的・知的ニーズの充足に
係わる「知的ネットワーク」（注24）形成こそが“アー
キテクチャー・イノベーション”（注25）を通じて中小企
業とくに集積地域企業における新たな投資機会創出を
可能にするからだ。従って、集積地域企業がこうした
「知的・社会的・文化的ネットワーク」形成に対して
イニシアテイブを発揮するためには、その担い手であ
る知的人材の育成が集積地域の支援機能として不可欠
だということになる（注26）。加えて地域レベルでの産学
官協力を推進するためにも地域とくに地方地域におけ
る高等教育機関の整備・充実が必要とされているので
ある。
かくして、グローバリゼーションの時代には、集積
地域企業における「アジア共生型ビジネス・モデル」
と表裏一体となった「知識集積型クラスター・モデル」
（注27）の形成が急がれるという訳だ。
このように、中小企業や集積地域企業が「アジアと
の共生」を通じて地域産業再生を計りさらにそれを日
本経済再生に結びつけていくためには、グローバリゼ
ーションに対して地域レベルでの対応が不可欠であ
る。云い替えれば、“グローバリゼーション
（Gl ob a l i z a t i o n）”に“グローカリゼーション
（Glocalization）”を対置することによって、中小企
業・集積地域企業が「アジアとの共生」を計ることこ
そが地域産業・日本経済再生にとって不可欠の条件で
あるということだ。
（６）「エイシアン・ソーシャル・スペース（Asian
Social Space）」の形成
地域を基盤にしたアジア共生論において見落として
はならないのは、やはり社会的・文化的・知的ニーズ
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充足問題の重要性とそれを充足する「場」の問題であ
る。いわゆるソーシャル・スペース論の登場に観られ
るように、今日ではそれは既にアジアにおける共通課
題となり始めている。第六の課題はこの問題である。
「エイシアン・ソーシャル・スペース（Asian Social
Space）」（注28）とは何か。それは、経済社会の持続的
発展をアジアにおける共通課題として取り組むための
ボーダレスな「場」のことである。では何故それが必
要なのか。それは以下の三つの根拠に基づいている。
第一は、経済成長に伴う社会的不均衡是正の必要性で
ある。経済成長が市場メカニズムを通じて行われる以
上、不可避的に社会的不均衡を伴う。しかしながらそ
の不均衡が過度に進めば、社会的安定性を損なうばか
りではなく経済発展そのものも妨げられることにな
る。そこで経済の持続的発展のためにも社会的不均衡
の是正が求められることになる。アジア諸国のように
高い経済成長を遂げている場合には、不均衡是正の必
要性はとくに大きいのである（注29）。第二は、やはり
経済成長がもたらす環境問題への対応である。経済成
長が工業化を通じて行われる場合には、環境破壊とり
わけ大気汚染のようなボーダレスな環境問題が深刻化
する。持続的発展を計るためには環境問題への対応が
不可欠である。経済成長をより大きく工業化に依存し
ているアジア諸国の場合には、とくにこの点は重要か
つ急務である（注30）。第三は、経済社会の成熟化に伴
う社会的・文化的・知的ニーズの充足である。経済発
展とともに経済社会も成熟化するが、それとともに環
境問題のように社会性を帯びた問題の解決に対するニ
ーズや民族の文化・伝統の再評価に対するニーズも顕
在化してくるであろう。そこでこうしたニーズを如何
に充足するかが今後大きな課題となるものと想定され
るが、この問題もまた社会的な対応を必要としていよ
う。急速な経済発展を背景にアジア諸国においてもよ
うやく経済社会が成熟化し始めており、それとともに
社会的・文化的・知的ニーズの充足問題が次第に大き
な課題となってきているのである。以上三つの社会的
要求―すなわち社会的不均衡の是正、地球環境問題
への対応そして社会的・文化的・知的ニーズの充足
―が強まりかつアジア共通の課題となるにつれて、
共通に問題解決に取り組みアジア地域全体の持続的発
展を計るための「場」すなわちボーダレスな社会空間
としての「ソーシャル・スペース」の必要性もまた強
まってくるものと想定されるのである。
こうした「ソーシャル・スペース」に対して日本の
中小企業・集積地域企業も積極的に対応すべきであろ
う。何故ならば、一つには、前述したように、アジア
における社会的・文化的・知的ニーズ充足は投資機会
創出に結びついており、従って「ソーシャル・スペー
ス」に対する対応は投資機会創出の重要な一環をもな
していると考えられるからである。二つには、後述す
るように、今後東アジアにおいては「ビジネス経済圏」
形成及び、それを基盤とする経済統合が重要な課題と
なるものと考えられるが、こうした「経済空間」の形
成に中小企業・集積地域企業が積極的に取り組まなけ
ればならないとすれば、それと表裏の関係にある「社
会空間」に対しても同様のことが云えるからだ。
（７）社会的成長と構造改革論の発展
では、以上で述べてきた再生のための課題とりわけ
長期的なパースペクテイブの下でのそれ―すなわち
衰退化の可能性から日本経済を守るためには如何なる
方途があるのかという問題―に応えるために、われ
われはどのような成長路線を構想すべきなのか。それ
は、国民経済深化・内発的発展に向けての「社会的成
長」路線とそのための新たな構造改革以外にないと考
えられる。そこで最後に、社会的成長路線とそのため
の構造改革のシナリオを描いてみることにしよう。
①　社会的成長路線
まず社会的成長路線とは何か。この点を以上の
文 に基づいて改めて整理すると以下の通りである。
第一に、上述した新たな成長源泉である社会的・文
化的・知的ニーズの充足を新成長戦略の重要な柱の一
つに据えなければならない。人々のニーズの中で次第
に重要性を増しつつある社会的・文化的・知的ニーズ
の充足は、投資機会の創出を伴えば、「成長源泉」と
なり得るからだ。そして、社会的・文化的・知的ニー
ズの充足のための投資が「社会的投資」に他ならない
が、実はこの社会的投資こそが中小企業・集積地域企
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業の「投資機会の創出」に繋がり得るのである。社会
的投資は中小企業・集積地域企業にとってより有利な
投資機会の創出を意味しているからだ。かくしてわれ
われは、社会的投資を成長源泉とした成長を「社会的
成長」と呼ぶことにする（注31）。そしてこうした社会
的投資を拡大するためには、社会的資源配分システム
が必要であるが、こうしたシステムを創出するために
は、社会的資金調達メカニズムが市場メカニズムの中
にビルトインされる必要がある。さらに社会的資金調
達メカニズムの形成は、社会的・文化的・知的ニーズ
のボーダレス化に伴いアジアにおける共通した課題と
して取り組まれる必要性をますます強めている。すな
わち、アジア共生型社会的投資論が必要とされている
のである。最後に、こうした社会的資源配分システム
の創出は、経済社会システムの抜本的な転換を必要と
している以上、企業経営システムにおける転換をも不
可避としているということも指摘しておかなければな
らないであろう。
第二に、上記の新成長戦略は新たな成長パターンを
必要としている。潜在的需給のマッチングは、日本経
済の新たな成長軌道形成を不可欠としているが、そう
した軌道を形成するためには、新たな成長パターンが
求められているからだ。そこでわれわれは新成長パタ
ーンのためのフレームワークを用意しなければならな
い。それは結局、成長・競争・分配という三つのベク
トル（注32）の組み合わせ如何にかかっているのだが、
問題は、日本経済の場合、その中の「競争」ベクトル
が企業―とくに中小企業・集積地域企業―において
著しく脆弱化しているということだ。そのために、い
まやフレームワーク自体が成立さえし得ない―ある
いは成立はしても極めて歪なフレームワークに止まら
ざるを得ない―というような深刻な状態に陥ってい
る。つまり、日本経済における問題の本質は企業競争
力劣化がサプライサイドの脆弱性を招いており、その
結果、潜在成長力自体が著しく低下していることだ。
従って、成長力を再強化しなければならないのだが、
そのためには企業のとりわけ中小企業・集積地域企業
の競争ベクトルを如何に強化するのかということが最
重要かつ緊急の課題となる。つまり、競争ベクトルの
強化は日本の新成長戦略にとって不可欠な課題である
ということだ。
第三に、「競争」ベクトル強化のためには、吉川教
授が提唱されているイノベーションと需要創造の「好
循環」（はじめに［注６］参照）なかんずく「社会的
好循環」が重要である。まず、企業における競争力強
化とくに中小企業・集積地域企業におけるそれを促す
ためには、単に生産性の量的向上を計るだけではなく、
その質的な向上を図らなければならない（注33）。その
ためには“外部環境の変化”に対応したブレークスル
ー型のイノベーションが不可欠である。そこで“外部
環境の変化”とは何かということであるが、それは前
述したように（注３参照）、消費者ニーズの変化を背
景とする付加価値構造の変化に他ならない。従ってそ
うした変化に対応し得るイノベーションを如何に創出
するかが課題とされなければならないのである。とく
に重要なのは、社会的ニーズ及びそれを背景とする付
加価値構造の変化に対応するためのブレークスルー・
イノベーションすなわちアーキテクチャー・イノベー
ションである。問題は、企業の競争ベクトル強化のた
めには、それを生産性の質的向上に如何に繋げるのか
である。その点で、1990年代前半のアメリカ経済にお
いて、いわゆる「IT革命」が米企業の生産性向上に
寄与しひいては「ニュー・エコノミー」に貢献したこ
とが、幸いにもわれわれに重要な手掛かりを与えてく
れる（注34）。そこでは、コブダグラス関数における資
本生産性と要素生産性の両面で生産性向上が達成され
ており、その意味で生産性向上における質的な変化が
生じている。そのことは、「IT革命」―すなわち情報
化社会の到来という“外部環境の変化”に対応した情
報通信技術の飛躍的進歩―が、米企業の生産性を如
何に質的に向上させ、さらに米経済の潜在成長力を如
何に引き上げたかを如実に証明している。（「IT革命」
が「ニュー・エコノミー」と称される所以は正にこの
点にある。）要するにそれは、外部環境の変化に基づ
くアーキテクチャー・イノベーションが生産性の質的
向上に極めて効果的であるということをわれわれに示
唆してくれているのである（注35）。かくして、社会的
ニーズに対応するアーキテクチャー・イノベーション
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は生産性の質的向上を通じて中小企業・集積地域企業
の競争ベクトルを強化する可能性を伏在させていると
想定し得るのである。他方、云うまでもなく社会的ニ
ーズは同時に需要の創出をも意味している。従ってそ
こでは、社会的ニーズの充足を巡って“イノベーショ
ンと需要創出の好循環”が社会的に生み出され得る
―すなわち「社会的好循環」が生み出され得る―と
いうことになる。そして中小企業・集積地域企業の競
争力強化は集積地域ひいては地域自体の再生と表裏の
関係をなしている以上、とくに地域レベルでの「社会
的好循環」が必要であるが、そのためには地域研究開
発投資さらには地域産学官協力が求められているとい
うことも強調しておかなければならないであろう。
第四に、潜在成長力引き上げのためには労働力率上
昇も必要になる。上記の中小企業・集積地域企業を中
心とするブレークスルー型イノベーションによる生産
性上昇率底上げは潜在成長力引き上げにとって効果を
発揮することが期待されるが、それだけでは潜在成長
力引き上げにとって十分ではない。人口減少時代にお
いては、労働力率上昇が成長力引き上げにとって極め
て重要な意味をもつからである。従ってそのための対
策もまた求められているが、そのためには、（イ）女
性の社会進出に伴う女性の労働化率上昇によって潜在
成長力を引き上げる、（ロ）高齢者の就業機会増加な
ど生産年齢人口の上限引き上げを通じて潜在成長力を
上昇させる、（ハ）外国人労働者受け入れ拡大による
労働力の追加的増加を通じて潜在成長力を高める―
などが検討課題とされよう。だが見落としてはならな
いのは、こうした課題に応えるためには社会的条件の
本格的な整備と社会的システムの抜本的な改革を不可
欠としているということだ。従って、潜在成長力引き
上げのためには、ブレイクスルー型イノベーションと
ともに経済社会の抜本的な改革もまた求められている
ということを強調しておかなければならないであろ
う。
第五に、上記の「社会的好循環」は、上述した「グ
ローカリゼーション」の下では「アジアとの共生」を
不可欠としている。従ってそれを「Asian Social
Space」上の好循環に連動させる必要がある。しかも、
社会的・文化的・知的ニーズがボーダレス化し、アジ
ア共生型社会的投資の必要性がますます強まっている
中では、このことはとくに強調されなければならない。
その場合、アジアとの共生を可能にする上で重要なの
は、中小企業・集積地域企業のアジアにおけるボーダ
レスなビジネス・ネットワークの形成であり、なかん
づく「知的・社会的・文化的ネットワーク」の形成で
ある。そのためには、中小企業・集積地域企業が「グ
リーン・マニュファクチュアリング・ネットワーク」
などクリエイテイブなアジア・ビジネス・ネットワー
ク形成に対してイニシアテイブを発揮することが求め
られており、またそのためには新たなビジネス・モデ
ルすなわち「ボーダレス・ビジネス・モデル」とりわ
け「戦略的ボーダレス・ビジネス・モデル」（注36）の
創出とそれを支援するための知的クラスターの形成が
急がれるのである。
第六に、上記のアジアにおける「ビジネス・ネット
ワーク」（注37）を発展させるうえで、FTA（Free
Trade Agreement）を基軸とした東アジア経済圏形
成を積極的に活用する必要がある。アジアにおけるボ
ーダレスなビジネス・ネットワークは、企業ネットワ
ークの段階に止まる限り“線”にすぎない。そこで、
ビジネス・ネットワークをさらに発展させ、それを
“面”へと深化させていかなければならないが、その
ためには、ビジネス・ネットワークを「ビジネス経済
圏」の形成に繋げていかなければならない。その際、
FTAは「ビジネス経済圏」形成さらにはそれを基盤
とする「経済統合」にとっても重要な役割を果たすこ
とが期待される。従って、中小企業・集積地域企業と
してもFTAに対しては、自らのビジネス・ネットワ
ークの発展と表裏の関係にあると位置づけて積極的に
取り組んでいく必要があるだろう（注38）。
②　「もう一つの構造改革」
以上、われわれは日本経済再生のための社会的成長
路線を検討してきた。それを通じて明らかなように、
（イ）それは、国民の社会的・文化的・知的ニーズに
依拠した成長であるという意味で国民経済の深化・内
発的発展に寄与する、（ロ）その深化・内発的発展の
ためには、中小企業・集積地域企業の投資機会創出が
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必要であるが、同時にわれわれはこの深化・内発的発
展と中小企業・集積地域企業の投資機会の好循環をさ
らに積極的に創出すべきである。（ハ）そうした好循
環を生み出すためには、社会的資源配分システムの形
成が必要である、（ニ）さらにその好循環はアジアと
の共生によって一層増幅され得る、（ホ）こうして強
化された日本企業とりわけ中小企業・集積地域企業の
競争力はサプライサイドを通じて日本経済の潜在成長
力を引き上げに寄与し得る、（ヘ）その結果それはま
た日本の潜在成長率を「自然成長率」（すなわち「完
全雇用成長率」）に迄引き上げることに貢献し得るこ
とになる―という意味で社会的成長路線は日本経済
再生にとって戦略的な意義を有しているのである。従
ってこうした路線の下で必要とされる上記の経済社会
諸改革は、単に市場メカニズムの積極的活用に止まら
ず、日本の経済社会の持続的発展のための改革すなわ
ち現行の制度やシステムの抜本的な改革を不可欠とし
ている。従ってそうした改革は本来の意味での構造改
革すなわち「もう一つの構造改革」に他ならないのだ
（注39）。その意味で社会的成長論は他方では構造改革論
を発展させるという役割をも併せ持っているというこ
とを最後に強調しておきたい。
（注１）朝日新聞2003年５月30日参照。
（注２）「内発的発展」に関して詳しくは、拙稿「A
proposal of Asian Green Manufacturing
Network ― For the formation of Asian
Environmental & Economic Zone―」（新潟
経営大学紀要［第９号］）Chapter 1・Section
2「The spontaneous development」［p.24～25］
を参照のこと。
（注３）消費者ニーズが、必需性・利便性や価格志向
だけではなく個性・感性・文化性をも志向し
さらには環境問題をも重視するというような
大きな変容を現在遂げつつあり、またそのこ
とは付加価値概念の変更―すなわち従来の価
格・生産性・技術革新に専ら依拠した高付加
価値化論だけではなく質・信頼性などの非競
争要因や感性・知性などの非商品性にも基礎
を置いた高付加価値論が新たに求められると
いうような意味での付加価値概念の変更―に
も繋がるという論点に関しては、スペースの
都合でここでは詳論を省かざるをえない。興
味のある方は、拙稿「新潟県ニット集積企業
の中国市場進出を巡る課題―集積地域企業の
『ボーダレス経営』におけるビジネスモデル
―」（仮題）（新潟経営大学・2002年共同研
究・デスカッションペーパー）［URL；
http://www.with-online.com/yasuhiko/
kenkyu030313.htm］p.26～30及びp.41～45を
参照されたい。尤も誤解のないように付言し
ておくと、主として価格・生産性・技術に依
拠した従来型付加価値概念と非価格要因・非
商品性を重視した新付加価値概念はあくまで
も概念上の区分であって、実際には両者の間
には相互連関性があるということを見落とし
てはならない（拙稿「同上」参照）。従って新
しいニーズに対する企業の対応においてもま
た、こうした相互関連性を通じて高付加
価値化が計られるということになる。例えば、
日本経済新聞社が2003年３月期決算発表を終
えた企業の中で、連結経常利益で過去最高を
記録した245社（調査対象企業の６社に１社に
当たる）の最高益要因を分析した結果による
と、“勝ち組”には三つの要素が浮かび上がる
とされる。すなわちそれらは、一つには「人
員や有利子負債の圧縮」（A）、二つには「安
心・安全」（B）、三つには「競争力の強い独
自の商品や技術」（C）―であるとされる（日
本経済新聞2003年５月28日参照）。それを本稿
における高付加価値論に当てはめてみると、
（A）は従来型高付加価値論であり、（B）は新
高付加価値論であり、（C）は相互関連性論に
相当する。（なお、こうした分析方法は中小企
業の場合にも有効性を発揮しそうである［例
えば、足立　茂「今こそ政府の出番」<日本
経済新聞2003年５月27日>参照］）。つまりこ
こでの文脈との関連で重要なのは、企業の高
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付加価値化の流れが（C）を経て（A）から
（B）へと次第にシフトしつつあるという点で
ある。要するに高付加価値化の意味は連続的
に変化しつつあるということが重要だ。
（注４）三国陽夫「デフレ招く貿易の黒字」（朝日新聞
2003年９月23日）参照。
（注５）人口問題と都市問題の関係は複雑である。一
方で人口減は都市衰退の要因をなすもと想定
される。だが他方で若年層を惹き付ける都市
環境の整備や住環境の改善は逆に人口増加要
因となり得る。従って人口増加と都市・住宅
環境の整備・改善は密接な関係を持っている
のである。（額賀　信「21世紀への課題 ―
『人口力』の回復目指そう―人口減少の影響
深刻、成長制約要因に―」
［URL；http://www.crinet.co.jp/contents/
president/thesis/1999_1122.html］参照。）
（注６）教育問題の重要性もまた人口問題との関連で
再認識しておかなければならない。
人口減と表裏の関係にある少子化問題は次世
代教育論を不可欠としているからである。（額
賀　信「21世紀への課題―『人口力』の回復
目指そう―人口減少の影響深刻、成長制約要
因に―」
［URL；http://www.crinet.co.jp/contents/
president/thesis/1999_1122.html]参照。）
（注７）高齢化問題もまた人口構造の変化と密接に関
わっている。但しこの場合、「生涯時間積数」
（人口×生涯時間）の増加に対してどのように
対応するかが重要である。例えば、（イ）年齢
に対応した学習ニーズの高まり、（ロ）能力に
応じた職務本位の雇用機会の提供、（ハ）健康、
旅行、多彩な趣味などからなる生活を“楽し
む”ニーズの増大―などにどのように応えて
いくのかが重要な課題となるであろう（日経
「プレ50年代」［日本経済新聞2003年５月20日］
参照）。
（注８）宇沢弘文「日本経済―社会的共通資本から考
える」（日本経済新聞［やさしい経済学］1998
年１月８日～９日）参照。
（注９）三国陽夫「デフレ招く貿易の黒字」（朝日新聞
2003年９月23日）参照。
（注10）経済産業省によれば、今後飛躍的に伸びると
期待される需要は、（イ）健康に対する不安解
消事業（［a］遺伝子治療等新しい医療の実現
<2000年3.8兆円→2010年10.7兆円>、［b］介護
サービス、介護用機器等<同4.9兆円→同10.0
兆円>）、（ロ）自由時間に対する需要（［a］交
通渋滞を防止するITS<2000年0.3兆円→2010
年2.1兆円>、［b］安価な保育サービス<同1.3兆
円→同2.6兆円>、［c］日常支援ロボット<同０
兆円→同4.0兆円>）、（ハ）豊かで居心地の良
い空間消費に対する需要（［a］高齢者にも快適
な住宅のバリアフリー<2000年0.2兆円→2010
年1.6兆円>、［b］環境に優しい低公害車<同1.1
兆円→同2.6兆円>）、（ニ）人とのつながり
（コミュニケーション）に対する需要（ITを
活用したコミュニケーション<2000年5.0兆円
→2010年11.3兆円>）、（ホ）自己啓発、再教育
に対する需要（多様なマルテイメデイアコン
テンツ<2000年2.4兆円→2010年14.7兆円>）―
だとされるが（経済産業省・産業構造審議
会・新成長政策部会『2010年の日本』付属資
料４より）、重要なのは、これらの需要成長部
門の多くがここでいう社会的・文化的・知的
ニーズに深く係わっているということだ。そ
のことからも、社会的・文化的・知的ニーズ
が次第に重要性を増しているということが窺
えよう。
（注11）経済産業省によれば、上記の需要成長部門が
生み出すと想定される新産業及び新事業は以
下の通りである。すなわち、（イ）社会システ
ム革新産業（環境関連サービス、エコマテリ
アル、ITS関連サービス、高速大容量通信サ
ービス、低公害車等）、（ロ）ライフスタイル
革新・生活支援産業（医療サービス・医療機
器、介護福祉機器、情報家電、ロボット等）、
（ハ）価値実現産業（デジタルコンテンツ、旅
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行サービス等）―などである。
（注12）例えば教育支出増や高齢者需要の増大は、社
会の成熟化だけではなく、日本の人口構造の
変化にも関わっている（山上俊彦「潜在成長
率低下と総需要の行方」［毎日新聞社『エコノ
ミスト』2003年５月６日号］p.30～32参照）。
（注13）市場構造の変化とは、（イ）従来は単一であっ
た消費者・ユーザーのニーズが多様化し細分
化する、（ロ）それに応じて生産者・供給者の
側も従来の少品種大量生産から多品種少量生
産へと移行する、（ハ）その結果、市場構造も
また従来の生産者・供給者主導型から消費
者・ユーザー主導型へと変化する－というこ
とを指している。
（注14）西村清彦と中島降信教授は、現在の日本経済
が「市場機能の麻痺」状態に陥っているから
といって、政府は、市場に直接介入するので
はなくむしろ「マーケット・エンハンサー
（市場機能を高める者）」として振る舞うべき
だーと主張されている（西村清彦・中島降信
「失われた市場の淘汰機能」［日本経済新聞
2003年４月17日］参照）。
（注15）この点で注目されるのは、新たに地域金融機
関を活用した地域政策金融システム創出の動
きが強まっている点である。例えば、日本政
策投資銀行関西支店は、関西地域再生問題と
の関連で、地域の潜在需要を掘り起こし、そ
れを既存の地域産業再生に結びつけるための
「金融プラットフォーム」構想を提唱している
（日本政策投資銀行関西支店「地域潜在力活用
によるサステナブル関西の構築」
［URL；http://www.kansai.dbj.go.jp/report/
reback/teigen.htm］参照）。また経済産業省
と金融庁は、地域の産業再生を目指す産学官
連携事業と地域金融機関を結びつけて、資金
調達を支援するために「産業クラスターサポ
ート金融会議」を近畿地方を皮切りにして全
国11箇所で順次立ち上げていく方針であると
伝えられる（日本経済新聞2003年５月21日よ
り）。こうした地域金融システム創出に際して
は、地域金融機関の広域連携も考慮される必
要があるだろう。広域連携により、地域間で
産業・企業再生のノウハウが共有できるし、
地域経済の外部経済効果がより発揮し易くな
り、他方地域経済が抱えるリスクの分散も可
能になるからだ。尤もこの場合は地域経済の
側でも「広域共生」のためのビジョンを提示
することが必要になるであろう（足立　茂
「地域再生のために」（日本経済新聞　2003年
12月19日参照）。（なお日本政策投資銀行は、
ベンチャー向け融資や中小企業向け融資につ
いての新しい融資制度を打ち出している。前
者については、製品在庫を担保にした融資制
度を新たに設け、ベンチャー企業とくに中小
ベンチャー企業の設計・開発機能の支援強化
を試みている［日本経済新聞2003年６月15日
参照］。後者についても、連帯保証契約を結ん
だ中小企業集団に融資する「コミュニテイ・
クレジット制度」を拡充し中小企業や集積地
域企業の研究開発に対する支援を中心に強化
を計っている［日本経済新聞2003年６月16日
参照］。こうした日本政策投資銀行の取り組み
もまた新たな地域政策金融システム形成に貢
献することが期待されよう。）
（注16）拙稿「産業・就業構造の変容と人材養成の課
題―『ビジネス教育』試論―」（新潟経営大
学・地域活性化研究所『地域活性化ジャーナ
ル』［第８号］）p.118を参照のこと。
（注17）「社会的収益性」とは、環境などの外部経済性
を投資収益化することを指す。問題はそうし
た社会的投資のための資金調達メカニズムを
国民経済の資金調達メカニズムの中に如何に
して“埋め込む”かであるが、その点に関し
て、西村清彦教授は「社会的投資ファンド」
市場の形成という興味深い提案を行っておら
れる（西村清彦「閉塞脱出へ『社会的投資』」
［日本経済新聞2002年10月８日］参照）。（なお、
この点は次の「社会的責任投資」論［注14参
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照］にも係わっている。）
（注18）ここで云う「社会的責任」とは、「企業の社会的
責任（CSR;Corporate Social Responsibility）」
のことであり、それは、単に企業の倫理性を
意味しているのではなく、“企業と社会とが共
に持続的に発展するための取り組み”（小林陽
太郎「『活力』回復へ企業評価基準―社会的
責任に注目―」［日本経済新聞2003年４月18
日］より）のことである。CSRはこれまで欧
米で活発に取り組まれてきたが、ようやく日
本でも電機産業を中心に本格的な取り組みが
開始されたようだ（日本経済新聞2003年５月
１日参照）。（CSRに関連して、他方ではそう
した企業を投資対象とする「社会的責任投資」
［SRI；Socially Responsible Investment］へ
の関心もまた欧米を中心に高まっており、し
かもそれが株価の一般的指数を上回る評価を
証券市場で得ている点が注目される［日本経
済新聞2003年６月15日参照］。）
（注19）市場メカニズムと企業倫理との調和・融合の
ためには、（イ）ステークホールダー概念を複
数化すること、つまりその対象を株主だけに
限定するのではなく従業員、消費者（顧客）
さらには地域住民などにも広げること、（ロ）
社会的企業評価を重視すること、つまり企業
評価基準を短期的でかつ収益面での評価に限
るのではなく、中長期的でかつ社会的な評価
をも反映され得るものに改めること―の二点
が求められていると云えよう。
（注20）日本の自動車産業の競争力強化が「環境競争
力」強化に因っているという点については、
拙稿「環境問題と『共通ネットワークシステ
ム』― JNXクロスオーバー型ソフト開発の意
義―」（仮題）（新潟経営大学・地域活性化研
究所・研究プロジェク・デスカッションペー
パー）
［URL；http ://www.wi th -on l ine . com/
yasuhiko/project031231-3.htm］p.21～37を参
照のこと。
（注21）アジア共通資本市場論については、拙稿「A
proposal of Asian Green Manufacturing
Network ― For the formation of Asian
Environmental＆Economic Zone―」（新潟経
営大学紀要［第９号］）Preface［Note 6］
<p.23～24>を参照のこと。
（注22）「ボーダレス・ビジネス・ネットワーク」に関
しては、拙稿「A proposal of Asian Green
Manufacturing Network―For the formation
of Asian Environmental & Economic Zone
―」（新潟経営大学紀要［第９号］）p.27～36
を参照のこと。
（注23）「グリーン・マニュファクチャリング・ネット
ワーク」については、拙稿「A proposal of
Asian Green Manufacturing Network―For
the formation of Asian Environmental &
Economic Zone―」（新潟経営大学紀要［第９
号］）p.19～44を参照のこと。
（注24）「知的ネットワーク」とくにアジアを舞台とし
た地域レベルでのそれに対しては、「クリエイ
テイブ・ネットワーク」、「クラスター・ネッ
トワーク」及び「アジア地域産学官ネットワ
ーク」の三つのアプローチがある。詳しくは、
拙稿「ビジネス・スクール講座・講義要項」
（国際競争戦略・事例研究）
［URL；http ://www.wi th -on l ine . com/
yasuhiko/business030416.htm］Ⅳ-3「知的ネ
ットワーク」<p.23 ～24>を参照のこと。
（注25）“アーキテクチャー・イノベーション”とは設
計思想に係わるような画期的なイノベーショ
ンのことを指している。それは、システム、
材料、ライフサイエンス、エネルギー、情報
そして環境に係わる技術及びそれらの融合技
術からなっている（拙稿「A proposal of
Asian Green Manufacturing Network―For
the formation of Asian Environmental &
Economic Zone ―」［新潟経営大学紀要<第9
号>］Chapter 2［Note 11］<p.36>参照）。上
記の融合技術論の観点に立った事例研究とし
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ては、拙稿「環境問題と『共通ネットワーク
システム』の課題―JNXクロスオーバー型ソ
フト開発の意義―」（仮題）（新潟 経営大学・
地域活性化研究所・研究プロジェク・デスカ
ッションペーパー）［URL；http://www.with-
online.com/yasuhiko/project030331.htm］を
参照されたい。そこでは、自動車産業におけ
るLCA（Life Cycle Assessment）ソフト開
発が、LCAコンセプトと情報ネットワークシ
ステムとの融合に因っているという事例を取
り上げている。また、“アーキテクチャー・イ
ノベーション”が社会的ニーズの充足のため
にブレークスルー（突破口）の役割を担って
いるという点については、小林陽太郎「『活力』
回復へ企業評価基準―社会的責任に注目―」
［日本経済新聞2003年４月18日］）を参照され
たい。（なお“アーキテクチャー・イノベー
ション”と社会的ニーズとの関連性について
は、日本企業の今後の研究開発ひいては国際
競争力のあり方にも係わっているようだ。世
界経済フォーラムが行った最新のランキング
評価では財務やファイナンスの面では日本企
業の弱さが浮き彫りにされているが、技術革
新や企業活動の点では日本企業に対する評価
が高まってきている。例えばイノベーション
は第１位、生産活動の洗練度では第3位、研究
開発投資は第５位、ISO14000など環境マネジ
メント第２位、インターネット利用第８位と
いうように技術革新・企業活動では上位にラ
ンクされてきている［荒井信幸「日本の強さ
をどう生かす」<日本経済新聞2003年６月８
日>参照］。とくに注目すべきは、GDP比３%
を超え米独をも上回る大きな比率を占めてい
る日本の研究開発投資において環境技術対応
が中心課題となり始めているという点である。
すなわち自動車産業に典型的に観られるよう
に、ゼロ・エミッションや資源リサイクルな
ど環境保全に係わる技術革新と研究開発との
関連性がますます強まっているが、そのこと
は、今後の日本の研究開発のあり方のみなら
ず、国際競争力の決定要因の一つとして今後
ますます重要性を増してくるものと考えられ
る「環境競争力」―「環境競争力」について
は上記［注20］を参照のこと―においても日
本が優位に立つ可能性があるということを示
唆していると云えよう。）
（注26）人材育成とくに知的人材育成に関しては、拙
稿「産業・就業構造の変容と人材養成の課題
―『ビジネス教育』試論 ―」（新潟経営大
学・地域活性化研究所『地域活性化ジャーナ
ル』［第８号］）p.105～131を参照のこと。
（注27）「知識集積型クラスター・モデル」に関しては、
拙稿「新潟県ニット集積企業の中国市場進出
を巡る課題―集積地域企業の『ボーダレス経
営』におけるビジネスモデル―」（［新潟経営
大学・共同研究『アジア企業進出を巡る問題
点と課題―新潟県中越集積企業の「ボーダレ
ス経営」研究―』［2003年11月］ p.125～131
［URL；http ://www.wi th -on l ine . com/
yasuhiko/kenkyu030313.htm］を参照のこと。
なお、集積地域モデル論については、地域産
業政策のあり方にも関わっている。この点に
関しては、以下の「積極的産業政策」を検討
しておくことが必要であろう。それは、（イ）
地域における新産業・新事業創出、（ロ）上記
のための地方レベルでの産学官プロジェクト、
（ハ）内外における知的資源との提携による地
域研究開発力強化、（ニ）海外企業誘致による
地域就業機会の確保、（ホ）地域におけるベン
チャー資本整備とベンチャー企業育成、（ヘ）
ITなどのインフラ整備と割高で非効率なイン
フラの改善、（ト）地域高等教育機関及び政策
の充実整備及び確立ーなどである。
（注28）ここで論じている「エイシアン・ソーシャ
ル・スペース（Asian Sosial Space）」は、初
岡教授が提起されたオリジナル・コンセプト
を筆者がアレンジしたものである。この点に
関しては、初岡昌一郎「『ソーシャル・アジア』
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と社会的コモンスペースを求めてー統合
型地域協力のための基礎的諸条件とは何か
―」（初岡昌一郎・蛯名保彦『アジアの経済と
社会』［明石書店・1998年刊］）p.25～31、拙
稿「北東アジア経済圏における内発的発展」
（島根県立大学・北東アジア地域研究センタ
ー・国際シンポジウム2001『21世紀北東アジ
アの地域発展』［日本評論社・2002年刊］）
p.113～138、拙稿「A proposal of Asian
Green Manufacturing Network ― For the
formation of Asian Environmental &
Economic Zone ―」（新潟経営大学紀要『第
９号』）Preface『Note５］<p.23>―などを参
照されたい。
（注29）社会的不均衡や社会的不公正が、アジアの持
続的発展に対して重大な妨げになる可能性を
孕んでいるという点については、井上定彦
「グローバリゼーションと東アジア ― アジ
ア・コミュニテイの形成をめざして―」（初
岡昌一郎編『ソーシャル・アジアの構想力』
［日本評論社・2001年刊］）p.7～9及び拙稿
「「北東アジア経済圏における内発的発展」（島
根県立大学・北東アジア地域研究センター・
国際シンポジウム2001『21世紀北東アジアの
地域発展』［日本評論社･2002年刊］）」p.123～
124を参照のこと。
（注30）アジアとくに北東アジアにおける経済発展と
環境問題及び環境共生型発展については、拙
著『環日本海経済圏と環境共生』（明石書店・
2000年刊）p.39～59を参照のこと。
（注31）投資が「成長源泉」たりうるのは、既に述べ
たようにその二重性に因っている。従って、
社会的ニーズの充足が成長源泉であるという
のは、そこに社会的投資機会が発生しかつそ
の「社会的投資」が上述した二重性を発揮し
得る可能性を伏在させているからに他ならな
い。つまり、社会的ニーズの充足は社会的投
資機会の創出という経路を経てはじめて成長
に繋がるのである。かくしてわれわれは、社
会的投資に依拠した成長を「社会的成長」と
定義するのである。
（注32）浜　矩子「競争ベクトル復元を」（新潟日報
2003年１月25日）参照。
（注33）現在の日本経済においては、労働生産性の上
昇は資本生産性とトレード・オフの関係にあ
るために、労働生産性の上昇が必ずしも企業
の生産性を引き上げることには結びついてい
ないという問題に関しては、小林里美「情報
化で高まる潜在成長率」（中央三井信託銀行
『調査リポート』2000年10月号）p.15を参照の
こと。
（注34）「IT革命」が米企業の生産性向上にどのよう
な役割を果たしたかについては、小林里美
「同上」p.11～17を参照のこと。
（注35）「外部環境の変化」が生産性の質的向上に対し
て如何に重要な意味を持っているかについて
は、佐藤ゆかり「生産性上昇生かす政策を」
（日本経済新聞2003年７月22日）を参照のこと。
（注36）「戦略的ボーダレス・ビジネス・モデル」に関
しては、拙稿「ビジネス・スクール講座・講
義要項」（国際競争戦略・事例研究）
［URL；http ://www.wi th -on l ine . com/
yasuhiko/business030420.htm］p.9を参照のこ
と。
（注37）ここで強調しておきたいのは、「ビジネス・ネ
ットワーク」の重要性である。それは、アジ
アの経済発展を支える三つの要素―すなわち
重層的経済圏、内発的発展性そして企業ネッ
トワーキングという三つの要素―の一つであ
る「企業ネットワーク」（それは企業内ネット
ワークと企業間ネットワークからなる）に基
礎を置いており、その意味でアジアの経済発
展に対してそもそも重要な役割を担っている
からだ（拙稿「A proposal of Asian Green
Manufacturing Network―For the formation
of Asian Environmental＆Economic Zone―」
（新潟経営大学紀要［第９号］）p.25～26参照）。
従ってビジネス・ネットワーク論は、アジア
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における「共生」―すなわち日本企業とアジ
ア企業との共生、日本の産業集積地域とアジ
アの産業集積地域との共生、さらには日本経
済とアジア経済との共生―を計る上でも最も
重要な論議に関わっているのである。「ビジネ
ス・ネットワーク」を“線”から“面”に発
展させることは、その意味で極めて重要な意
義を秘めているのである。
（注38）東アジアFTA構想と日本の集積地域企業・集
積地域との関係については、拙稿「The East
Asian Economic Zone and Japanese local
economies ― The significance of the East
Asian FTA for Japanese clusters ―」<a
tentative title>
［URL；http ://www.wi th -on l ine . com/
yasuhiko/kiyo10030420.htm］（新潟経営大学
紀要第10号［掲載予定］投稿論文）を参照の
こと。
（注39）尤も経済社会改革は「社会的成長」のために
だけ行われるのではない。前述したように
（第１章［注11］参照）、成長ではなく分配に
依拠した経済社会改革が必要な場合もあるか
らだ（高橋仲彰『優しい経済学―ゼロ成長を
豊かに生きる』<ちくま書房> p.191参照。）
（なお、本稿は筆者の個人的見解であることをお断り
しておく。）
